
 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

○ 意     見 

（1）所属年度（歳入，歳出） 

ア 歳入の会計年度所属区分 

歳入の会計年度所属区分については地方自治法

施行令（以下「自治令」という。）第 142 条に定

めがあるが，随時の収入で納期限を所属年度とし

ていた事例や，事実の発生した日の属する年度

（○月分）を所属年度としていた事例があった。

歳出の所属年度を整理する際支出負担行為の定義

づけが必要となるのと同様に，歳入の所属年度を

整理するためには，調定時期の考え方を標準化し

ていくことを検討されたい。 

（行財政局法務支援課） 

 

 

 

 令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

 

 

措置方針 

イ 歳出の会計年度所属区分 

タクシー利用料金や後納郵便料金にかかる旧年

度の使用分について新年度の支出負担行為により

支払っていた事例や，概算払と一般支払を行う契

約で一般支払の際に契約全体の履行確認を 3月 31

日に行ったうえで概算払の用務終了日を出納整理

期間中の日とし精算していた事例があった。財務

会計システムは，支出負担行為兼支出命令書によ

り支出負担行為を行う場合には出納整理期間にな

ってからも旧年度の支出負担行為が新たに行うこ

とができるようになっているため，こうした処理

ができてしまっているものもあった。また，実績

報告を受理後に支払額を確定すると出納整理期間

になるため新年度になってから旧年度の支出負担

行為額を増額していた事例があったが，支出負担

行為額を新年度に増額することはできない。 

国の支出負担行為等取扱規則では，一定の場合

における支出負担行為の整理･確認時期について

請求のあったときを許容しており，支出負担行為

とその年度区分の関係については，規則に定める

ことにより現実に即して処理していく方向，簡素

化していく方向を検討されたい。財務会計システ

ムは事務の効率化だけでなく事務を統制する機能

があり，支出負担行為兼支出命令書により支出負

 

 令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

担行為を行う場合でも，出納整理期間に入ってか

らは新規の支出負担行為や増額ができないように

することを検討されたい。また，後納郵便料金は

自治令第 143 条第 1項第 3 号に規定する賃借料，

光熱水費，電信電話料の類に該当し，その支出の

原因である事実の存した期間が 2 年度にわたるも

のについては，支払期限の属する年度であること

や，旧年度中に概算で増額しておくことによりル

ールに則した処理ができることなど具体的な支出

負担行為に関する取扱についてアナウンスして運

用していくことを検討されたい。  

           （行財政局法務支援課） 

 

（2）自動更新条項を設定した契約について 

契約書において契約期間を「この契約の有効期間

は〇年 4月 1 日からその翌年の 3月 31 日までとす

る。」といった規定をしたうえで，さらに「この契

約の有効期間の終了〇か月前までに，契約当事者の

いずれか一方より何らかの意思表示をしないとき

は，終期の翌日において向こう 1 か年間順次契約を

更新したものとみなす。」といった自動更新条項を

設定して，契約期間の終了が近づいた時期に多くは

後年度予算の裏付けがない状態で後年度における契

約の継続の意思決定し，契約書を再度作成せずに当

初の契約期間の終了以降も契約を継続するものが多

数あった。 

これまでも，行財政局長通知「適正な契約事務の

徹底について」（平成 20年 10 月 14 日）において

「債務負担行為の手続きを経ていない場合や長期継

続契約の要件に該当していない場合には，年度を超

える契約はできません。」とされたのをはじめ，行

財政局財政部契約監理課が平成 29年 4月に作成し

た「委託契約記載例及び解説」では，「・債務負担

行為等として予算に定めている場合又は長期継続契

約（地方自治法第 234 条の 3 又は神戸市長期継続契

約を締結することができる契約に関する条例に規定

する契約）に該当する場合は，委託期間が複数年度

にわたる契約を締結することができるが（ただし，

 

 関係課とも協議し，検討してま

いりたい。 

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

長期継続契約の場合は，条項の付加が必要），これ

以外の場合には，委託期間が次年度以降にわたる契

約を締結することができない。」と記載されている

ほか，行財政局財政部契約監理課長通知「委託契約

における適正な委託契約の徹底について」（平成 30

年 2月 1 日）においても「自動更新条項を設けない

こと等に注意する。」との記載がある。 

自動更新条項は予め契約相手の約款に設定されて

いることが多く，これまでの通知では，自動更新条

項の定義や長期継続契約等による解決方法，さらに

は既に契約した自動更新契約の取扱に関する説明が

ないこともあり，自動更新条項を設定した契約が多

数発生している。 

後年度予算の裏付けがない状態で後年度における

契約の継続に関して意思決定することはできないと

考えられる一方，毎年発出される会計室会計課長通

知「年度替わりに伴う会計事務の取扱いについて 

(通知）」では，4 月 1 日付けで締結が必要な契約に

ついて旧年度から処理が開始できるよう，旧年度中

に支出負担行為書を作成し，契約決議の起案，決裁

を旧年度中に完了させ契約日・文書管理・電子決裁

システムの施行日を 4月 1 日とするが，支出負担行

為の確認は，新年度の体制（所属長，予算掌理課）

で確認印を押印することとしている。  

自動更新条項の具体的な取扱についてアナウンス

して運用していくことを検討されたい。 

（行財政局法務支援課，契約監理課） 

 

（3）旅行会社に支払う旅費の取扱について 

旅費とは，公務のために旅行する職員に対し，旅

行に要する費用として地方公共団体から支給される

金銭給付であるが，実費のほか定額で支給される。

また，旅費の請求権は公法上の債権とされている。 

旅費条例は第 26 条に旅費の調整の定めを持って

いるが，令和 2年第 1 回定例市会 2月議会に上程さ

れている改正案では第 1項「任命権者は，旅行者が

公用の交通機関，宿泊施設等を利用して旅行した場

合その他旅行における特別の事情により又は当該旅

 

 本意見を受け、旅費の支給を受

ける者（職員）に代わり旅行代理

店等に支払うことが可能である

旨、条例上明記すべく、旅費条例

の改正を行った。（令和２年３月

31 日公布神戸市条例第 54 号） 

旅費制度運用マニュアルにつ

いては、必要性を精査したうえ

で、必要があれば適宜見直しを図

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

行の性質上この条例又は旅費に関する他の法令その

他の規程による旅費を支給した場合には不当に旅行

の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支

給することになる場合においては，その実費を超え

ることとなる部分の旅費又はその必要としない部分

の旅費を支給しないことができる。」，第 4 項「任命

権者は，公務上必要と認められるときは，第 3 条の

規定により旅費の支給を受ける者に対する旅費の支

給に代わり，当該旅費に相当する場合の全額又は一

部を，旅行に係る役務を提供する者に対して支払う

ことができる。」，第 5 項「前項の規定による支払が

あったときは，第 3条の規定により旅費の支給を受

ける者に対する旅費の支給があったものとみなす。

ただし，旅行に係る役務の提供がなかったときは，

この限りでない。」となっている。 

 

旅費制度運用マニュアルには，12番に旅費の調整

の事項はあるものの他者への支払分との調整の内容

がなく，会計科目については「※タクシー代は 09

節でなく，14節使用料及び賃借料。」の記述はある

ものの，「旅費制度マニュアル別冊版 「海外出張の

決裁の作り方」」においては，旅費として支出でき

るものとして，空港等までの国内旅費，航空賃，日

当，宿泊料，旅行雑費（予防注射料等），現地での

交通費があげられており，旅行代理店に依頼して航

空券等を予約した場合にかかる「交付手数料」は

「交付の申請にかかる代理店の代行手数料」である

ため，09節ではなく 12節で支出してください，と

の記述がある。また，支払先は，航空券代など旅行

代理店を介して予約したものは直接旅行代理店に振

込み，日当など個人に支払うものは前渡金・職員口

座に振り込み，現金を本人に支給，と記されている

が，旅費として請求できるものとして記されている

航空賃などの支払について，職員本人に支払う場合

と旅行代理店に支払う場合の取扱について明確な区

別がなく，どちらの場合も旅費として支払ができる

とされている（会計科目については次のように記

載）。 

っていきたい。 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

②会計科目  

会計科目○○○○－事業○○（事業名）－節 09（旅

費）－細節 02（国外） 

会計科目○○○○－事業○○（事業名）－節 12（役

務）－細節 01（手数料）など 

 

職員の旅行に要する交通機関，宿泊施設等の利用

料金は旅費で，誰によって支払われるかによらな

い。しかし通常旅行代理店との契約は私法上の契約

で行っており契約相手方の自由度は高いが，旅費条

例の支給基準を直接旅行代理店に及ぼして支給する

場合は，支出事務の委託によることも考えられる。 

なお，旅費の会計科目については，09節は旅行に要

する費用として条例に基づいて支給されるものとさ

れており，旅行代理店との関係を見積合せなどによ

る私法上の請負契約や委託契約によって設定する場

合は 12 節や 13 節で，旅行代理店に支払う場合でも

条例の支給基準を直接適用して支給する場合は 09

節になると考えられる。本市においても，職員の宿

泊料について宿泊施設をあっせんした旅行代理店に

09 節（旅費）で支出していた事例，職員のほか参加

者の海外出張の航空券の手配をするにあたり見積合

せを行い最安値である旅行代理店に手配を依頼して

いたが，職員分を 09 節（旅費），職員以外の参加者

分を 12 節（役務費）で支出していた事例，国内出

張でレンタカー代を 14節で支出していた事例があ

った。 

 

旅費制度マニュアルでは，海外出張用の別冊版に

は「職員等」以外の者への旅費の支払いについて記

載しているが，実際には国内旅行においても，各地

への災害派遣など，今回のように旅行代理店との契

約・支払をする場合もあり，上記の取扱は国内旅行

についても同様に扱われると考えられる。旅費制度

マニュアルに改正予定の条例第 26条に関連する事

項を追加し，航空券等を旅行代理店を通じて予約す

る場合と職員本人が直接予約する場合の取扱や，支

出科目（節）の取扱など旅行代理店等との契約と旅
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

費との関係を記載し，各所属に必要な周知をされた

い。 

         （行財政局組織制度課） 

 

（4）支出事務の委託について 

地方公共団体がその事務・事業を他者に委託して

行う場合，私法上の事務・事業は私法上の契約によ

り，公法上の事務・事業は公法上の契約により行

う。私法上の委託契約には契約監理課の構築する委

託契約の仕組みがあるが，公法上の契約は法令の定

めによる。地方自治法は，歳入の徴収・収納の委託

や支出事務の委託，事務の委託を定めている。 

私法上の委託契約において市が既に契約している

内容で委託先に契約させる事例があったが，私法上

の業務委託契約と公法上の支出事務の委託の違いを

明確にし，本市では，どのような契約が公法上の支

出事務の委託にあたるのか，達成したい目的に対し

てどう手法を組み立てればうまく到達することがで

きるのか検討し，職員に周知することを検討された

い。                  （行財政局法務支援課） 

 

 

 摘示されているような事例に

ついて，公法上の支出事務の委託

に当たり得るのかどうか等，「内

部統制の推進に関するプロジェ

クトチーム」の中で検討してまい

りたい。 

 

措置方針 

（5）ポイントサービスの取扱の標準化について 

ＥＴＣカードのポイントサービスをはじめ，各航

空会社のマイレージ会員になることで，特典航空券

（無料の航空券）への交換等が可能となるポイント

（マイル）が搭乗距離に応じて得られる航空機のマ

イレージサービスや，お買い物カード，宿泊施設の

ポイントサービスなどポイントサービスがさまざま

にあるが，ＥＴＣカードの私用と公用の切り分けで

苦慮している事例があった。 

旅費制度運用マニュアル 17.旅費に関する Q&A で

は，「マイレージは，航空機を利用するごとに加算

されていくが，公務によって加算されたマイレージ

を私事の旅行で利用することは，旅費が公費で支出

されることから，好ましくない。現在のところ，法

人単位で利用できるマイレージカードがないため，

各個人が出張によって得られたマイレージを把握

 

 いわゆるポイントサービスに

ついては，公費を支出した結果と

して得られるポイントを職員が

私的に使用することは好ましく

ないと考えられる一方，指摘のと

おり有効に活用することで公費

節減に寄与する可能性も認めら

れるところであるが，管理や費用

対効果等の課題もあるため，実際

の事例や，国や他都市の動向も踏

まえながら検討してまいりたい。 

 

措置方針 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

し，「使用しない」又は「公務で使用する」のどち

らかの取扱いとなる。」としている。 

内閣官房が平成 29年 1月 18 日に開催した旅費・

会計等業務効率化推進会議幹事会の資料である旅費

業務に関する標準マニュアル Ver.2-0（2016 年 12

月 各府省等申合せ）では，公務出張により発生し

たマイレージを私用のマイレージカードに登録する

ことは，引き続き自粛するとしながら，一定の要件

はあるものの，公務出張で発生したマイレージの活

用による公費節減が見込まれる場合には，旅行命令

権者は，職員に対し，公務出張で取得したマイレー

ジを貯めるためのマイレージカード（公用カード）

の作成を求めるとされている。 

ポイントサービスについてはカードを前提とする

ものが多く私用と公用の切り分けをどうするかなど

課題はあるが公費節減に寄与する面もあり，私用・

公用カード導入の可否など最低限の取扱を標準化し

ていくことを検討されたい。 

（行財政局法務支援課） 

 

（6）インターネット発注の手順について 

インターネットによる発注については，平成 23

年 5月 11 日神戸市経理適正化外部検証委員会報告

書の中で， 

「⓶一括調達システムの導入 

各所管課が日常的に使用する物品等の発注に関し

て，所管課から切り離し，集中的に実施する調達事

務の一元化について，他の自治体や民間企業の事例

も踏まえ，課題を整理し，早急に導入すべきであ

る。また，一括調達システムの導入に先立ち，例え

ば，既に多くの民間企業でも利用されている民間事

業者が提供するインターネットによる一括購買シス

テムなどを対象の所管課を限定して試験的に実施

し，運用上の課題を整理するなどの対応も試みられ

たい。」 

とされたが，インターネットによる購買システムも

含めた全庁的な物品購入の仕組みづくりについて

は，運用面の効率性，利便性，費用対効果も考慮し

 

 令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

（行財政局法務支援課） 

 

専決調達事務処理においてイ

ンターネットを利用した発注に

ついては，相手方である業者等に

とって，当該発注が決裁承認を得

られたものか不明であること，地

元中小事業者を優先した見積依

頼が難しいこと，また，納期の遅

れ等，トラブルが発生したときに

 

措置方針 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

ながら，引き続き検討を行っていく，とされてい

る。 

また，平成 26年 1月 27 日から 2月 14 日まで実施

された職員アンケートでも，インターネットによる

発注への対応が提案されている。 

専決調達事務処理においてインターネットを利用

した発注については，相手方である業者等にとっ

て，当該発注が決裁承認を得られたものか不明であ

ること，地元中小事業者を優先した見積依頼が難し

いこと，また，納期の遅れ等，トラブルが発生した

ときに対処しにくいことから認められていないが，

カーシェアリングを利用する事例があった。 

これは，「入会申込書 法人契約」で入会契約お

よび登録の申し込みを行って，終期の定めのない会

員となり，会員は車両を借り受けるにあたっては，

貸渡約款に基づき，web で借受開始日時，返還日

時，借受希望ステーション等を入力して時間あたり

で定められた利用料の貸渡契約の予約申込を行い，

この予約に基づき車両を使用する都度，ステーショ

ンにおいて，会員自らが借受開始手続きを行うこと

で，予約契約が完結し，貸渡契約が成立するものと

している。利用料の支払いは請求書による毎翌月払

いとしている。 

会員となる行為は市における契約なのか，基本協

定なのか，債務負担行為は必要なのか，長期継続契

約の形をとるのか，単価協定なのか，単価契約なの

か，自動更新契約なのか，専決規程上の取扱はどう

なるのか，経理契約なのか，といったさまざまに整

理すべき課題がある。 

現実にインターネットによる発注が実施されてお

り，今後の利用も想定される。課題を整理して庁内

に実施方法を周知して実施するよう検討されたい。 

（行財政局法務支援課，契約監理課） 

 

対処しにくいことから認めてい

ない。 

そのサービスに代替性がなけ

ればインターネットを活用した

契約等を行わなければならない

が，その際には上記リスク等につ

いて評価する必要があることか

ら，個別に検討したうえで例外的

処理として認めることとしてお

り，今後マニュアル等に記載して

周知していく。 

なお，インターネットを活用し

た利用予約，発注等を行うサービ

スは今後多種多様化することも

想定され，個別事例を積み上げな

がら課題整理に努めていく。 

（行財政局契約監理課） 

（7）区の発注にかかる専決マニュアルについて 

専決規程の決裁区分に関して，労働者派遣契約や

損害賠償金支払のように，区長に委任されている事

務で区長の権限に属する事務の専決規程（以下「区

 

 「神戸市長の権限に属する事務

の専決規程の手引き」の令和２年

４月１日付の改正において，総務

 

措置方針 
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長権限専決規程」という。）別表に記載のない項目

については，決裁区分の明示のないことから事務は

課長決裁としている事例があった。 

その他，雇用保険の対象となる臨時的任用職員に

ついては総務事務センターで賃金を支払うため，区

では雇用決裁のみを課長専決（神戸市長の権限に属

する事務の専決規程別表第 3 もしくは旧区長以下専

決規程別表第 1）により行うべきところ，区での支

払いがないにもかかわらず，臨時的任用職員につい

て区で賃金を支払う場合における区長権限専決規程

別表の「謝金，旅費その他これらに類するもの」の

金額（100 万円を超える場合は部長決裁）による決

裁区分を重ねて適用しているような事例が多数あっ

た。 

専決規程の手引きに，区の事務に関して，区長権

限専決規程に明示のない事務は区長決裁となること

や総務事務センターに事務の集中処理を依頼する場

合の取扱の記載を加え，区役所へ周知することを検

討されたい。  （行財政局業務改革課，区役所課） 

 

事務センターに事務の集中処理

を依頼する場合の取扱いについ

ての事務処理方法及び区を含め

他の専決規程においても同手引

きに準ずる運用とする旨を記載

し，各区役所に対しても電子メー

ルで周知を行った。 

区長に委任されている事務で

区長権限専決規程別表に記載の

ない項目について，決裁区分の明

示のないことから区長決裁とす

べきものを課長決裁としている

事例については，ＱＡを作成しイ

ントラまたは職員向けＦＡＱ（デ

スクネッツ）に掲載することを検

討している。 

（8）再委託と共同事業体について 

ア 指定管理業務における再々委託 

指定管理者業務において，施設及び設備維持管

理業務について再委託され，清掃や設備管理業務

等について再委託先から各事業者に再々委託され

ているが，指定管理者から市に対して再委託業務

に関する報告書の提出がない事例があった。 

指定管理者制度所管課では，指定管理者はその

業務の遂行能力があるがゆえに応募し，選定され

ているのであるから，そもそも再々委託するとこ

ろまで想定していないとのことであるが，「公の

施設の指定管理者制度運用マニュアル」が，特定

個人情報を含む業務の再委託先による再々委託を

禁止すること，やむを得ず再々委託を行わざるを

得ない場合についても再委託と同様に本市の書面

による事前の承諾が必要となることを指定管理者

に明示することと定めているにとどまる。実情と

して一部業務が再委託先から再々委託されている

 

 

 令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

 

 

措置方針 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

がその場合でも，指定管理者はその再委託・再々

委託業務が適切に行われているかを把握しておく

必要がある。 

指定管理業務で実施するべきことは協定書や仕

様書で具体的に示した上で，再委託業務かどうか

にかかわらず業務に実質的に関与するよう，市と

の協議，地元説明，各種届出，業務調整，業務計

画，工程管理，品質管理，市への報告を行うべき

ことを明示することを検討されたい。                   

（行財政局業務改革課） 

 

イ 共同企業体の取扱（業務委託・指定管理） 

共同企業体に関して⓵指定管理業務で使用する

使用料収納口座と指定管理料収納口座について，

共同企業体名を冠しない指定管理業務共通の単社

名義であった。このため，共同企業体業務にかか

る指定管理料は全額共同企業体の代表団体に収益

計上し，他の構成員には協定書に基づき持ち分を

費用として支出し，他の構成員を下請けと扱って

いた事例，⓶指定管理業務で共同企業体協定書が

構成員全員によるものでなく，代表団体と個別の

構成員毎の別葉で，他の構成員を下請けと扱って

いた事例，⓷業務委託契約で，共同企業体結成届

や協定書のない事例があった。 

「共同企業体」という名称の制度はないが，共

同企業体は民法上の組合にあたり，連帯責任を基

礎にさまざまな法律行為を行う主体である。法人

税法では共同企業体の損益は直接各構成員に帰属

するものとして取り扱われ，消費税も，共同企業

体が行う資産の譲渡等や課税仕入れは，各構成員

の利益の分配割合に応じてそれぞれの構成員に直

接帰属する取扱である。共同企業体が機材などの

購入や請負った目的物の引渡しを行ったときは，

それぞれ各構成員の利益の分配割合に応じて構成

員が課税仕入れや課税資産の譲渡等を行ったこと

になる。発注者から共同企業体が中間金などの名

目で金銭を受領した場合に，その受領した金銭を

出資金等の持分割合に応じて，各構成員に配賦金

 

 令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 
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として分配したとしても，発注者に対して履行が

完了するまでは，単なる前受金でしかないので，

消費税の課税関係は生じない取扱である。 

こうした法的な位置づけのある共同企業体を契

約の相手方とする場合，法的な位置づけに堪えら

れる態様を備えさせておかないと法的に起こりう

るリスクが顕在化する。独自のルールを作り予防

策をとらせておかないと，発注者責任を問われる

ことになり，ましてや外郭団体が構成員をなす場

合は出資者責任にも及ぶ。 

神戸市における共同企業体の取扱については，

工事契約で要綱などにより精緻化しているが，工

事契約で扱っているのは甲型といわれる共同施工

型の共同企業体である。指定管理者制度では，イ

ントラに掲載されているマニュアルに，応募時に

共同企業体結成届書を提出させること，指定議案

の審査時までに共同企業体協定書を提出すること

などのほか，共同企業体の取扱に関する諸注意が

記載されている。また，指定管理者制度運用マニ

ュアル様式集には，共同企業体結成届書，共同企

業体協定書の雛形も掲載されている。しかしその

取扱は「※この様式集はあくまで一例です。施設

の特性等に応じて，適宜必要な修正を加えてくだ

さい。」とされている。委託契約に関しては，イ

ントラの契約監理課のページに「委託に関するプ

ロポーザル方式及び総合評価落札方式について」

という文書が掲載されており，この中で，公募型

プロポーザル，総合評価入札実施の際に，参加資

格として定める事項が掲げられており，さらに，

「共同企業体の参加を認めるときは，その場合に

必要な参加資格も記載する。」と解説されている

にとどまる。 

共同企業体については募集時に参加させる・さ

せない，参加させるときの条件を定め，運営委員

会や資金取扱を定めた協定書で確認するといった

手順，共同施工方式だけでなく分担施工方式の協

定書の雛形を示して，指定管理業務，委託業務に

わたって全庁的な標準化を図っていくことを検討
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

されたい。 

（行財政局業務改革課，法務支援課，契約監理課） 

 

（9）行政財産にかかる目的外使用許可のない使用

料の取扱について 

行政財産目的外使用許可において使用許可日以前

の使用料の請求を行っている次のような事例があっ

た。 

 

財産名 
許可 

年月日 
使用期間 

電話柱の使用料 
（年 1,500 円） 

東灘 

本庄 

保育所 

平成 30 年 

4 月 1 日 

平成 30

年 

4 月 1 日 

から 

平成 31

年 

3 月 31 日 

平成 30 年度分

（1,500 円）及び

過 去 5 年 分

（7,500 円）を遡

及して納付しな

ければならない 

この処理は，平成 21 年以降行政財産の目的外使

用許可申請手続きを行わずに使用していたことが判

明したことから，資産活用課に相談のうえ，使用料

は絶対消滅時効 5 年であるため過去 5 年分も併せて

遡及して請求したものである。 

しかし使用許可のない占用は不法占拠で，使用許

可がないと公法上の請求基礎がなく使用料を請求す

ることはできない。 

不法占拠に係る利益の返還の請求についての取扱

は，原則として，所有権に基づく所有物返還請求権

を行使するとともに，不法行為に基づく損害賠償請

求権又は不当利得返還請求権を行使する。不法行為

に基づく損害賠償の請求期間については，民法第

724 条の規定により 20年間（不法占拠期間に限る）

となるが，当該不法行為による損害及び加害者を知

った時から 3 年を経過している場合においては，不

法行為に基づく損害賠償の請求によらず，不当利得

返還請求によらなければならない。 

不当利得返還の請求期間については 10年間とな

るが，民法 703 条に基づき許可年月日以前全期間の

使用料相当額を請求することになる。 

各所管課は制度を理解したうえで案件毎に不法占

 

 

不法占拠の場合の取扱は，民法

及び国の「不法占拠財産取扱要領

（平成 13 年 3 月 30 日付 財理第

1266 号）」に基づき，案件毎に各

担当部局が，不法占拠者とその期

間の確定及びそれを知った時期

に因り対応していくものである

が，適切な対応ができるよう必要

に応じて相談等に応じていきた

い。 

 

 

他の方法

で対応 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

拠者とその期間の確定及びそれを知った時期に因り

対応していくものではあるが，先述の考え方につい

て全庁アナウンスのもと正しく処理していく方向で

検討されたい。          （行財政局資産活用課） 

 

（10）パソコンの統制について 

平成 30 年 10 月 30 日付文書「専用システムパソ

コンの個別調達に関する御連絡」によると，パソコ

ン等の調達に係る支出の際には，調達所属は，パソ

コン・ソフトウェア管理システムで調達申請を承認

された結果のＰＤＦイメージを印刷し，支出関係書

類と併せて会計室に提出することとしている。しか

し，工事契約の中で調達するパソコン，装置の補修

契約の中で調達するパソコンについては上記調達申

請がされず，また，承認結果も提出されなかったこ

ともあり，管理番号がなく，市が構築したパソコン

の統制を受けない状態のパソコンがあった。またこ

のパソコンはスタンドアロンだった。 

専用システムＰＣを新規で調達する際の調達相談

や情報システム台帳への新規申請の中で，事務処理

用ＰＣでは運用できないものであるのか，接続する

ネットワークが適切であるか，セキュリティ対策が

実施されているか等の確認が行われている。また，

すでに導入されている専用システムＰＣにおいて

も，情報システム台帳の棚卸の際に状況の確認が行

われており，セキュリティ対策等に問題がある場合

には，改善するよう指摘が行われている。本市で

は，ＩＴ統制として，パソコンをイントラネットに

接続し，ＰＣ統合管理システム上で一元的に，ウィ

ルス等不正プログラム対策，ハードウェア及びソフ

トウェア資産管理などのセキュリティ対策をとるこ

とを基本的な考え方としている。引き続きこの考え

方を強化していく方策を検討されたい。 

（企画調整局情報化戦略部） 

 

 

原則として，基幹系システムの

ネットワークにあるものを除い

て各パソコンはイントラネット

に接続し，ＰＣ統合管理上で一元

的に管理してセキュリティ対策

を行うこととしているが，専用シ

ステムパソコンの用途は多岐に

わたっており，中にはイントラネ

ットに接続することが適切では

ないもの（インターネットに直接

接続して使うものや，外部の他の

ネットワークとの接続が必要な

独自ネットワーク上のもの等）も

あるため，すべてをＰＣ統合管理

上で一元的に管理することはで

きない。 

 その上で，専用システムパソコ

ンを新規で調達する際には，調達

相談や情報システム台帳への新

規申請を行うこととなっており，

その中で，事務処理用ＰＣでは運

用できないものであるのか，接続

するネットワークが適切である

か，セキュリティ対策が実施され

ているか等の確認を行っている。

また，すでに導入されている専用

システムパソコンにおいても，情

報システム台帳の棚卸の際に状

況を確認しており，セキュリティ

対策等に問題がある場合には，改

善するよう指摘を行っている。な

お，現在も情報システム台帳の棚

 

措置済 
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卸の際には，未登録の情報システ

ム・専用パソコンについて新規に

登録を行うよう依頼しているが，

今回の事案を受けて，案内を強化

したいと考えている。 

 また，スタンドアロンシステム

については，事務処理用ＰＣから

仮想デスクトップ環境を通して

アクセスできる環境への移行手

段も用意しており，事務処理用Ｐ

Ｃでの運用への切り替えを順次

進めているところである。 

 

（11）電子記録媒体の情報セキュリティ対策につい

て 

神戸市情報セキュリティポリシーを具体化する手

順のひとつとして平成 21年 5月 29 日付け「電子記

録媒体等の管理について（通知）」が示され，これ

に基づいて構成管理，持出承認が運用されてきた

が，令和 2年 2月 10 日付け「電子記録媒体等の管

理手順の変更について（通知）」が発出された。 

この通知は従来の管理の枠組みを変更するもので

はなく，新たにグループウェアのワークフロー機能

や施設備品管理機能を利用する手続きを示したもの

であるが，「所属内で集中して管理している」もの

という記載がなくなる一方，構成管理をする範囲を

追加する説明をしているために，従来の管理の枠組

みがどうなったのかがわかりにくいものとなってい

るため，どんな電子記録媒体等を捉まえ，電子記録

媒体等のどのような使用に対してどのような運用を

するか，庁内周知を図られたい。 

（企画調整局情報化戦略部） 

 

 

 

令和２年２月 10 日付け「電子

記録媒体等の管理手順の変更に

ついて（通知）」については，既出

の通知内容（平成 21 年５月 29 日

付け「電子記録媒体等の管理につ

いて（通知）」）を上書きして置き

換えようとするものではなく，既

出の通知を補足するものとして，

ＵＳＢメモリ等の電子記録媒体

の貸出及び持ち出しに係る申請

及び所属長の承認手続を漏れな

く確実に行うとともに，電子記録

媒体の貸出状況等を所属内で明

確にしておくことを目的として，

新たにグループウェアのワーク

フロー機能や施設備品管理機能

を利用する手続を示したもので

あり，これにより事務の簡素化も

図ることとしている。 

なお，通知文ではこのことに触

れていないが，電子記録媒体の管

理の徹底を図る趣旨としては，職

員の故意又は不注意による情報

 

 

措置済 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

資産の流出や漏洩を未然に防止

しようとすることにあり，今回手

続を示した電子記録媒体の貸出

等の承認手続や貸出状況等を明

確にすることで一定の対策が講

じられるものと考えている。 

また，ワークフローの申請手続

を，①所属共用の電子記録媒体，

②長期貸出の電子記録媒体，③消

耗品として扱われている電子記

録媒体と分けて記載しているこ

とについては，申請時期や申請項

目に相違があるために別のテン

プレートを作成したからであっ

て，このことで，従来から明示し

ていなかった電子記録媒体管理

台帳（様式１）の記載範囲の取扱

いを新たに定めたり変更するも

のではない。 

上記について分かりにくかっ

たところがあったと理解してお

り，Ｑ＆Ａとして令和２年３月12

日にイントラネット（神戸市庁内

報）に掲載するとともに、グルー

プウェアの掲示板への掲載と全

所属宛のメーリングリストによ

り庁内に周知を行った。 

 

（12）紙情報資産の情報セキュリティ対策について 

神戸市情報セキュリティ対策基準の適用範囲は，

データについてはネットワーク及び情報システムで

取り扱う情報とし，これらを印刷した文書も対象と

しているが，元々紙で生み出された紙情報は適用範

囲とされていない。 

市立高等学校で，個人情報の入った紙で生み出さ

れた紙情報を紛失した事例があった。 

神戸市個人情報保護条例第 8 条第 2項で，実施機

関は，個人情報等の漏えい，滅失，き損及び改ざん

 

令和２年４月の改正地方自治

法の施行に伴い，本市の内部統制

については「内部統制の推進に関

するプロジェクトチーム」におい

て推進していくこととしており，

同プロジェクトチームの中で検

討してまいりたい。 

 

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

の防止その他の個人情報等の適正な管理のために安

全を確保する措置を講じなければならないとしてい

る。紙から生み出された紙媒体の個人情報を守る手

順はどうするのか，また個人情報以外の重要情報の

紙媒体の取扱も含め紙媒体の情報のセキュリティ対

策はどうするのか，関係課とも協議のうえ検討し，

具体に示されたい。   （行財政局法務支援課） 

 

（13）金券の管理について 

金券の取扱に関して次のような事例があった。 

 

金 券 物品管理簿への記載 

寄附により受け

入れたオリック

ス･バファローズ

シーズンシート

やヴィッセル神

戸ソーシャルシ

ート等のチケッ

ト 

物品管理簿への記載，物品受

入通知書・物品払出通知書（物

品会計規則第 1 号様式）による

受け入れや払い出しの手続き，

又は直ちに他の課又は事業所へ

配分する物品としての「物品引

渡通知書」による引渡しを行っ

ていない事例があった。 

専決契約で購入

したレターパッ

ク 

物品管理簿への記載をしない

まま使用し，未使用のものにつ

いては，金庫等での保管も行わ

ず，郵便切手類のように管理職

による定期的なチェックも行わ

れていない事例があった。 

金庫で保管され

た全国百貨店共

通商品券，ビール

共通券，商品券，

図書カード，テレ

フォンカード 

物品受入通知書・物品払出通

知書（物品会計規則第 1号様式）

による受け入れや払い出しの手

続きを行わず，該当する物品管

理簿への記載もしていない事例

があった。 

指定管理施設が

保管する当該施

設の優待券 

仕様書によると，指定管理者

は，指定管理業務と自主事業に

ついて，それぞれ出納簿等を備

えること，としている。園長室金

庫に保管しているが管理簿が作

成されておらず，払出の実績が

あるにもかかわらず，記録され

ていないものがあった。 

 

金券類は，性質上現金に類似し

ており，郵便切手類に該当すると

考えているが，所属において判断

が難しいとのことであったため，

物品会計事務取扱要綱の物品整

理表「４郵便切手類」の品名例示

に追記することを検討し、「レタ

ーパック，タクシーチケット，プ

リペイドカードＩＣカード，ＥＴ

Ｃカード，各種金券類」を追加す

る改正を行い，令和２年４月１日

に施行した。また，実務担当者に

対しても，基礎実務研修等で周知

を図った。 

（会計室会計課） 

 

 興行チケットやレターパック

等，換金性が高く，紛失や盗難の

おそれが高いものについては，郵

便切手類に該当し，適切な管理が

必要とされるものと考えるが，各

所属において適切な判断ができ

ていないということであれば，

「現金取扱事務の手引」の記述を

より分かりやすくする等検討し

たい。 

（行財政局法務支援課） 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

金庫で保管され

たお買物券，ガソ

リンカード 

管理簿に記載なし。 

その他，各区保健福祉部では，戦没者等の遺族に

対する特別弔慰金支給法に基づき一定の要件で残さ

れた遺族に対して支給される特別弔慰金に関して，

申請の受付・県への進達及び記名国債の受領，申請

者への交付の事務を行っているが，各区保健福祉部

の一部で，特別弔慰金として支給される記名国債を

金庫に保管し,申請者に通知のうえ交付するにあた

り，未交付者分の国債が長期間金庫に保管されたま

まになっている事例があった。未交付者に対して

は，定期的に受け取りの督促は行っているとのこと

であるが，中には連絡が取れない事例もあるとのこ

とである。また，これらの国債の管理は，金庫管理

物件の台帳等で行われている場合もあったが，一方

で特に台帳等に記載していない所属もあった。な

お，本事務については，事務処理マニュアル（厚生

労働省作成）が兵庫県から配布されるが，当該記名

国債の取扱方法についてのルールについては特に記

載されていない。 

 

有価証券は，決算において「財産に関する調書」

に記載する必要があるが，神戸市物品会計規則では

郵便切手類を郵便切手，収入証紙，乗車券その他こ

れらに類するものとしており，金券は郵便切手類に

整理できるとされている。しかし物品会計規則事務

取扱要綱の物品整理区分表，現金取扱事務の手引

（公金編）（現金取扱事務の手引（公金編）は「有

価証券と表現」）でも金券や預かり有価証券が郵便

切手類であることは明示的でない。 

制度的に管理する金券の範囲と管理方法を特定

し，度数など物でないものの管理方法，もらったも

のの扱い，保管の仕方，交付と受払い･廃棄，使用

の手順を提示し全庁的に標準化していくことを検討

されたい。 

なお，発見事例の預かり有価証券は，当市は給付

の一手段として一時的に預かっているものである



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：内部統制の実施状況） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

が，現金取扱事務の手引（公金編）では，郵便切

手，収入印紙，図書券等を有価証券とし，有価証券

を保有する場合は，必ず管理簿を作成し，受払の都

度，正確に記載してくださいとの記載があることか

ら，預かり有価証券についても，歳計外に必ず計上

するといった取扱をここで定めることも有り得る。 

   （会計室会計課，行財政局法務支援課） 

 

 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：行財政局（税務部）） 

 

指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1)契約に関する事務 

ア 契約結果の公告を行うべきもの 

「画像ファイリング・精査合算・連携支援シ

ステム改修業務に係る委託契約」（契約期間  

平成 30 年 8 月 1 日（契約締結日）～平成 31年

3 月 31 日，契約金額 30,462,480 円）は，「地

方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める政令」の規定が適用される特定調

達契約に当たるため，契約の相手方を決定した

日の翌日から起算して 72日以内に同政令第 12

条及び契約規則第 27 条の 12 に定める公告を行

うべきところ，行っていなかった。 

（市民税課） 

政令，規則に定める公告を行うべきである。 

 

 

契約結果の公告が行われていなかっ

た原因は、注意不足による見落としの

ためであり人的ミスである。本件を所

属長より職員へ周知するとともに、契

約金額と適用基準額について十分に注

意するよう指導を行った。さらに、担

当者による点検、係長、課長による決

裁を徹底し、適正な事務手続きを行う

よう指導を継続する。 

 

 

措置済 

イ 市が決定した契約の枠組みを私人に実行させ

る方法を，再確認し，再構築するべきもの 

税制企画課において令和元年 11 月に，「ふる

さと納税寄附管理等業務に係る委託契約」を締

結した。委託内容には寄附の受付，寄附者情報

の管理，返礼品の発注・発送管理・代金の振込

みが含まれている。 

税制企画課は，当該業務委託契約を，私法上

の業務委託契約と設定し，契約しているが、返

礼品の発注・発送管理・代金の振込みに関し

て，受託者は本市が契約した調達先，品物，価

格で返礼品を調達し，返礼品の発注・発送管理

を行うこと，返礼品事業者から請求があった日

より 30 日以内に請求額を振り込むこと，を内

容としている。                   

（税制企画課） 

 

本市において私法上の業務委託契約は，委

任・準委任で，受託者が自己の裁量で他人の事

務を処理するものであり，このほか，仕事の完

成を目的とするものが含まれる場合がある。仕

事の完成を目的とするものは，具体的かつ一義

的に仕様書で定められる仕事の内容に基づき，

市が考えている枠組みで委託事業者

に実行させるにはどういうやり方、ど

ういう契約が良いのか、法務担当部署

などとも相談しながら再度検討する。 

 

措置方針 

 

 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：行財政局（税務部）） 

 

指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

受託者が自己の裁量で仕事の完成に到達する。

仕事の完成（成果物）について仕様書で定義し

ている内容以外は，受託者に委ねられ，成果実

現の危険は受託者が負担する。本市の委託契約

約款は再委託は原則禁止とし，市の書面による

承諾が必要としているが，誰からいくらで調達

するかなどの再委託内容については，受託者が

自由に再委託先を使うことができる。 

私法上の事務・事業は私法上の契約により，

公法上の事務・事業は公法上の契約による。税

制企画課が考えている枠組みは，神戸市で決め

た内容で受託者に債務を負担させるというもの

であり公法上の契約によることもあり得る。地

方自治法施行令第 165 条の 3 では支出事務の委

託が予定されており，この制度は，従来私人に

対しても行われていた資金前渡に代えて導入さ

れ，受託先が債務を負担し，その債務を履行す

るために，正当債権者に対して支払いができる

制度である。支出事務の委託は、地方自治法施

行令第 161 条第 1 項第 15 号で物品を買い入れ

る契約で単価が定められているものも対象とな

っている。 

税制企画課が考えている枠組みを実行させる

にはどういうやり方が良いのか，支出事務の委

託とすることを含めて再確認し，再構築するべ

きである。 

(2) 財産管理に関する事務 

ア 電子記録媒体の構成管理，持出申請・承認を

適正に行うべきもの 

法務局からＣＤで登記情報の全件データの提

供を受け，このＣＤでもって，情報システムへ

のデータ搭載のため，複数回に渡りシステム開

発業者へデータ引き渡しを行い，その後，ＣＤ

の返却を受けている。システム開発業者との受

け渡しの際には，電子記録媒体貸出承認兼返却

確認簿に記録している。職員からの聞き取りに

よると，これらのＣＤは全部で 130 枚以上ある

とのことであるが，ＣＤに管理番号の附番はさ

 

まず，ＣＤの取扱いについては，法

務局から全市分の登記情報を受領する

にあたり，当初，必要なデータの容量

が把握できなかったため，データ受領

を進めていくうえで，法務局ごとに追

加のＣＤの取得が必要となるなど，事

務が煩雑になり，管理番号の付番漏れ

につながった。 

当該ＣＤについては，法務局からの

受領後、登記情報の取り込みのため委

託業者へ貸し出しを行っていたが，そ

 

措置済 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：行財政局（税務部）） 

 

指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

れておらず，ＣＤを管理していること自体を電

子記録媒体管理台帳に記載していない。 

また，法務局との経常的な登記情報データの

やりとり等でＵＳＢメモリを使用しており，こ

れらについては電子記録媒体管理台帳に記載し

ているが，実査日（令和元年 11 月 15 日）に照

合作業を行ったところ，電子記録媒体管理台帳

に記載されているＵＳＢメモリのうち 1個につ

いて，現物の存在が確認できなかった。本来の

電子記録媒体貸出承認兼返却確認簿による管理

が行われていない。     （固定資産税課） 

 

平成 21 年 5 月 29 日付けで，企画調整局情報

化推進部長より所属長宛に，「電子記録媒体等

の管理について（通知）」が発せられており，

この通知では，ＵＳＢメモリ等の書換可能な電

子記録媒体を所属内で集中して管理する場合の

台帳による構成管理，持出申請・承認を記録す

ることが定められている。 

情報にまつわる紛失，盗難，漏えい等さまざ

まなリスクに対処する観点から，構成管理，持

出申請・承認を適正に行うべきである。 

の際は，貸出承認兼返却簿に媒体名（Ｃ

Ｄ－Ｒ）と記載し，併せて，媒体その

ものに「法務局名―No.○○」と記載し

管理を行っており，紛失等は発生して

いない。 

この度の監査によるご指摘を受け，

当該ＣＤについては，物品数の確認を

再度行ったうえで，令和２年３月 31日

に廃棄処理とした。 

次に，ＵＳＢメモリの取扱いについ

て，ご指摘のＵＳＢについては，管理

台帳上平成 24 年１月 27 日に取得した

ものとして記載しているが，以後の貸

出承認兼返却簿等に記載がなく，利用

した痕跡そのものが残っていない。 

この度のご指摘を受け，当該ＵＳＢ

について，廃棄処理とともに，ＵＳＢ

等の電子記録媒体に関して，棚卸を令

和２年３月 31日に改めて実施した。 

固定資産税課においては，今後，定

期的に棚卸を行っていく。 

 

イ 債権の管理を適正に行うべきもの 

税務部において，債権管理が適正に行われて

いない事例があった。 

財務会計システムから出力される収入未済兼

過誤納一覧表には，次の未収債権が記録されて

いる。これらは，申告等により配当割・株式等

譲渡所得割控除不足額の還付を行った後，再度

の申告等により還付し過ぎたことが判明し，そ

の返還を求めたものである。 

 

 

歳入 
徴収課 

調定 
年度 

件
数 

調定 
金額 

収入 
未済額 

東灘市税

事務所 
令 和 元

年度 
3 21,538

円 
21,538

円 
東灘市税

事務所 
平成 26
年度 

1 755 円 755 円 

配当割の戻入に関する債権管理につ

いて適正に行われていなかったのは、

事務担当者の役割が不明確であったた

めである。改めて、役割を明確にした

うえで、債権管理に関する事務マニュ

アルを令和 2 年 5 月に作成した。今後

は、適切な債権管理事務を実行してい

く。 

また、欠損処理すべき３件に関して

は、令和 2 年 5 月 13 日に欠損処理が

完了した。 

措置済 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：行財政局（税務部）） 

 

指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

兵庫市税

事務所 
平成 23
年度 

1 13,098
円 

13,098
円 

垂水市税

事務所 
平成 20
年度 

1 20,315
円 

20,315
円 

垂水市税

事務所 
平成 25
年度 

1 99 円 99 円 

 

当該債権は，市税事務所で調定と納入の通知

を行い，納付期限から１か月を過ぎると，収納

管理課から督促状の発送が行われ，督促状発送

管理簿で記録されているが，その後の，催告，

納付交渉を行っていない。平成 25年度以前の

調定分については，時効が完成していると考え

ざるを得ないが，実査日（令和元年 11月 1

日）時点で，不納欠損処分はされておらず，未

収債権として残っている。 

（市民税課，収納管理課） 

 

督促だけでなく，催告，納付交渉を行い，そ

れらを記録し，時効が完成した未収債権は，不

納欠損処分するべきである。 

民間の場合，自らの業務の過程で発生した未

収金は自ら責任をもって回収できるまで対処す

る。市の業務でもそのときの担当ラインはあっ

たはずで，自分で責任をもって回収にあたるべ

きで，なぜ回収できなかったかを明らかにして

引継ぎを確実に行うべきである。 

今後の対応・体制だけでなく，そもそもの原

因から詰めていかなければ，また同じことが起

きる恐れがあり，組織を強固なものにしていけ

ない。誰が担当し，どこに原因があったか，誰

が引継ぎをしなかったか，原因をできる限り調

べて今後に活かすべきである。 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1) 支出に関する事務 

ア 旅行命令書を作成するべきもの 

第 55 回全国衛生化学技術協議会年会（平成

30 年 11 月 29 日）への参加について，参加者 4

名のうち 2名（旅費は科学研究費（準公金）で

支出）の旅行命令書の作成が確認できなかっ

た。 

旅費制度運用マニュアルでは，「旅行命令書

は，旅費支出の根拠となるだけでなく，そも 

そも出張を命じられるという服務上の意味を

有しているものですので，基本的に事前に所属

長等の決裁（命令行為）が必要です。」と説明さ

れている。       （環境保健研究所） 

旅行者全員について，旅行命令書を作成する

べきである。 

 

 

科学研究費で参加した者の旅行命

令書が作成されていなかった原因

は，旅行命令書が，旅費支出の根拠と

なるものだけと解釈していた為であ

る。 

令和 2年 2月 21 日，部長会（所属

長，感染症部長，生活科学部長，事務

係長）で，科学研究費で参加する場合

は，必ず旅行命令書を作成するよう

に周知徹底した。 

 

 

 

 

 

 

措置済 

(2) 契約に関する事務 

ア 経理契約するべきもの 

保健福祉局では，令和元年度財務定期監査に

おいて次のような印刷物調達事例があった。 

（事例）印刷物の調達契約 

件名 数量 
見積日 

(発注先) 
発注日 

納期限 

納品日 

契約 

金額 

①こうべ口

と歯の健康

プラン（第 2

次）冊子 

1,800 

冊 
H30.4.26 H30.4.27 H30.5.28 

297,432 

円 

②こうべ口

と歯の健康

プラン（第 2

次）概要版 

25,000

部 
H30.4.26 H30.4.27 H30.5.28 

297,000 

円 

上記 2件の印刷物を調達するため，それぞれ

仕様書を作成し，同時期（見積合せ依頼日は確

認できなかった）に実施した同じ複数業者を対

象にした 2件の見積合せにより，ともに最安値

を提示した同じ業者あて発注していた。 

しかしながら，上記 2 件は関連する内容で，

発注先の見積日，発注日及び納期限も同日とな

っており，実質的には 1回の意思決定により行

っている契約（合計 594,432 円）と考えられる。 

発注時，保健所に適用されていた事業所長等

専決規程別表第 2（現在は，神戸市長の権限に

 

当該 2件の契約は，趣旨の異なる 2

種類の印刷物の調達契約であり，そ

れぞれ作成を進め，それぞれ見積合

わせにより業者を選定したが，結果

的に同じ業者が選定され，同日に発

注することとなった。 

 監査でのご指摘を受け，所属内で

指摘事項を共有し，契約事務手続き

や専決規程を再確認した。 

 今後は，今回のように関連する内

容の複数の印刷物について同時期に

発注することが見込まれる場合は，1

契約として予定価格に応じて専決規

程に基づき適切な契約手続きを進め

ていく。 

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

属する事務の専決規程 別表第 6 が適用され

る。）「調達（物件，労力，その他）」では，保健

所（第 1 類事業所）課長は印刷料金（市長が指

定する採用等の試験又は選考の問題集又は解

答用紙の印刷に係るものを除く）については 30

万円以下について専決できるとされていたが，

上記 2件を 1 契約と考えると，専決できる範囲

を超えていた契約と考えられる。（保健課） 

経理契約として契約監理課あて要求するべ

きである。 

 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 金庫を適正に管理するべきもの 

保健福祉局では，勤務時間中は金庫の鍵が

施錠されていない事例があった。 

現金取扱事務の手引によれば，金庫に関し

ては以下の点等に注意するよう定められてい

る。 

・必要な時以外はダイヤルとロックの二重

施錠をしてください。 

・鍵の管理は，課長・係長等が行うなど責

任者及び取扱者を特定し，勤務時間外は

鍵を持ち帰るなど厳重に管理してくださ

い。 

また，現金等管理マニュアルにおいても，

「現金等の管理においては，勤務時間内外を

問わず１人で預金通帳から現金を引き出した

り，保管現金や郵便切手類等を取り出すこと

ができないしくみが必要です。」とされてい

る。 

（斎園管理課（斎場管理センター），環境保健研究所） 

  勤務時間中も金庫は適正に管理するべきで

ある。 

 

 必要な時以外は金庫を二重施錠す

ることを徹底し，金庫の鍵について

は，センター長・係長が厳重に管理し

ている。 

（斎園管理課（斎場管理センター）） 

 

勤務時間中に金庫の鍵が施錠され

ていなかった原因は，勤務時間中は，

手提げ金庫を事務室で管理している

ので金庫の施錠が不要と考えていた

為である。 

令和 2年 2月 21 日（金）11 時，部

長会（所属長，感染症部長，生活科学

部長，事務係長）で報告し，令和 2年

2 月 24 日（火）朝礼にて，所属長か

ら事務職員に対して，必要な時以外

は，金庫をダイヤルとロックの二重

施錠するように周知徹底した。なお，

同日付けで上記の通り改善を行っ

た。     （環境保健研究所） 

 

措置済 

 

 

 

 

 

措置済 

 

イ 電子記録媒体の構成管理，持出申請・承認

を適正に行うべきもの 

平成 21 年 5 月 29 日付けで，企画調整局情

報化推進部長より所属長あて「電子記録媒体

（ア）平成 21 年 5 月 29 日付け企情

第 775 号企画調整局情報化推進部長

通知「電子記録媒体等の管理につい

て」の内容に関する認識不足や，課内

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

等の管理について（通知）」が発せられてお

り，この通知では，ＵＳＢメモリ等の書換可

能な電子記録媒体を所属内で集中して管理す

る場合の台帳による構成管理，持出申請・承

認を記録することが定められている。 

構成管理，持出申請・承認を適正に行って

いない次の事例があったので，情報にまつわ

る紛失，盗難，漏えい等さまざまなリスクに

対処する観点から適正に管理するべきであ

る。 

（ア）電子記録媒体管理台帳又は電子記録媒体

貸出承認兼返却確認簿を作成していない事

例 

（健康政策課, 地域医療課） 

（イ）電子記録媒体管理台帳は作成しているも

のの，現物が確認できないものがある，電

子記録媒体管理台帳に掲載されていない電

子記録媒体がある，又は電子記録媒体管理

台帳に媒体管理者や保管場所の変更を反映

していないなど，電子記録媒体管理台帳が

正確でない事例 

（政策課，監査指導課，人権推進課，くら

し支援課，斎園管理課（墓園管理センタ

ー）） 

（ウ）電子記録媒体貸出承認兼返却確認簿にお

いて返却確認をしていないままになってい

る電子記録媒体があった事例 

 （政策課，保健課，北衛生監視事務所） 

 

周知ができていなかったことが原因

である。 

財務定期監査（令和元年 11月 5日）

におけるご指摘を踏まえ，速やかに

電子記録媒体管理台帳及び電子記録

媒体貸出承認兼返却確認簿を整備

し，改善の措置を講じました。 

（健康政策課） 

 

 平成21年 5月 29日付け企情第775

号企画調整局情報化推進部長通知

「電子記録媒体等の管理について」

の課内周知ができていなかったこと

が，電子記録媒体管理台帳が作成さ

れていなかった原因である。 

令和元年 10 月 28 日に，課内で使

用しているＵＳＢメモリ 3 本に管理

番号を付番し，電子記録媒体管理台

帳を作成した。 

令和元年 11月 6日の課内朝礼にお

いて，課の職員に電子記録媒体等の

管理手順を周知した。 

現在に至るまで，課内でのＵＳＢ

メモリ貸し出しについては貸出承認

兼返却確認簿で把握し，電子記録媒

体管理台帳（紙に出力したもの）によ

って管理している。 

今後，令和 2 年 4 月 1 日からは，

令和 2 年 2 月 10 日付け企情第 4947

号企画調整局情報化戦略部情報政策

担当課長（情報セキュリティ管理者）

通知「電子記録媒体等の管理手順の

変更について」に基づき，施設備品管

理機能とワークフロー申請機能によ

って，貸出状況を把握する。 

また，電子記録媒体管理台帳のデ

ータを全庁ファイルサーバ内に保管

し，引き続きＵＳＢメモリを適正に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

管理する。     （地域医療課） 

 

（イ）電子記録媒体管理台帳が正確

でなかった原因は，ＵＳＢメモリ廃

棄の際に台帳への記載を失念してい

たこと，組織改正に伴い他課から移

管されたＵＳＢメモリの台帳への反

映が漏れていたことであった。 

 電子記録媒体管理台帳への記載を

徹底するよう各所属内へ再度周知し

た。          （政策課） 

 

ＵＳＢメモリについては，管理番

号を付して施錠可能な棚の中に保管

しており，使用の際には所属長の承

認を得，返却の際にはデータの消却

を確認した上で所属長に返却したこ

との確認を受け，これらの事項につ

いて管理簿への記載を行っている。 

しかしながら，指摘にあるように

10個のＵＳＢメモリのうち2個につ

いて現物が確認できないものがあ

り，現職員及び転出職員への確認等

の調査を行いましたが，所在が不明

であり，その原因も不明である。 

保有に伴うリスク低減のため，Ｕ

ＳＢメモリの保有数については，現

在の使用頻度に合わせることとし，

1 個については貸出し元の情報化戦

略部へ令和 2 年 3 月 11 日付で返却

し，5 個については企画調整局情報

化戦略部情報政策担当課長通知「電

子記録媒体等の管理手順の変更につ

いて」（R2.2.10 付企情第 4947 号）

に従い，令和 2 年 3 月 13 日付で物理

的破壊のうえ廃棄処分を行い，残り

を 2 個とし必要最小限度の保有数と

しました。 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

今後，全職員へ周知のうえ意識向

上を図り，上記の管理をより一層徹

底するとともに所属長による定期点

検を実施する。  （監査指導課） 

 

廃棄処分済のＵＳＢについて，管

理台帳に記載されたままになってい

たため，管理台帳の削除を行った。 

（人権推進課） 

 

① 電子記録媒体管理台帳に掲載さ

れていない電子記録媒体がある 

・原因 

平成 31 年度の組織改正により，他

課から移管されたラインのＵＳＢで

あるが，組織改正等により，備品や有

価証券等の統合作業が多大に発生し

たことにより，台帳掲載作業が漏れ

ていた。 

・措置実施年月日 

令和元年 10 月 17 日，当該ＵＳＢ

について電子記録媒体管理台帳への

掲載済。 

また，令和 2年度についても，電子

記録媒体管理台帳の更新済。 

 

② 電子記録媒体管理台帳に媒体管

理者や保管場所の変更を反映してい

ない 

・原因 

平成 31年度の組織改正で他課から

移管された事業やラインについて，

備品や有価証券等の統合作業が多大

に発生したことにより，台帳への変

更反映が漏れていた。 

・措置実施年月日 

令和元年 10 月 17 日，電子記録媒

体管理台帳の変更を反映済。 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

また，令和 2年度についても，電子

記録媒体管理台帳の更新済。 

（くらし支援課） 

 

電子記録媒体管理台帳に掲載され

ていないＵＳＢメモリについて令和

2 年 3 月 31 日に整理のうえ，すべて

記載しました。 

（斎園管理課（墓園管理センター）） 

 

（ウ）電子記録媒体を返却している

にもかかわらず，貸出承認兼返却確

認簿への記載を失念していたことが

原因であった。 
 電子記録媒体貸出承認兼返却確認

簿への記載や，返却確認を使用の都

度に行うよう周知徹底するととも

に，定期点検を実施することで，改善

の措置を講じた。    （政策課） 
 
 当該ＵＳＢメモリは，貸出承認簿

上では返却されていない状態であっ

たが，定期的に対象職員が鍵付きの

キャビネットで管理していることを

確認することで，引き続き貸出中で

あるとの管理をしてきていた。 
監査でのご指摘を受け，一度当該

ＵＳＢメモリの返却を受け，電子記

録媒体管理台帳に対象者へ長期貸出

中の旨を記載し，改めて個人にＵＳ

Ｂメモリを渡して管理している。 
（保健課） 

 

今後，電子記録媒体の返却時には，

返却確認を実施するように周知徹底

をした。      （北衛生監視事務所） 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

ウ 債権の管理を適正に行うべきもの 

財務会計システムから出力される収入未済

兼過誤納一覧表には，収入未済調定が記載さ

れているが，次のとおり調定データの削除漏

れや債権が適正に管理できていない事例があ

った。 

（事例） 

 
科目- 
事業 

内容 

（科目名・事業
名） 

調定 
年度 

件数 

調定 

金額 
（円） 

収入 

未済額 
（円） 

① 
4035- 

10 

ひよどり台ホーム 

雑入 

平成 
24 年
度 

1 21,083 21,083 

 
うち 

削除漏れ 

平成 
24 年
度 

1 21,083 21,083 

② 
0402- 
03 

ひよどり台ホーム 
駐車場（職員） 

平成 
24～28

年度 

5 17,000 17,000 

③ 
0440- 
05 

ひよどり台ホーム 
自己負担金収入 

平成 
24～27

年度 

7 169,178 169,178 

 
うち 
削除漏れ 

平成 

24 年
度 

4 145,954 145,954 

④ 
3927- 
01 

ひよどり台ホーム 
職員給食費 

平成 

23～28
年度 

30 84,800 84,800 

⑤ 
3703- 

29 

在日外国人等 

福祉給付金返還金 

平成 
14～25
年度 

4 487,092 487,092 

 
うち 

削除漏れ 

平成 
25 年
度 

1 101,046 101,046 

⑥ 
3703- 
46 

デイサービス利用
料等 

平成 
12 年

度 

3 761,120 761,120 

 計 

合 計  50 1,540,273 1,540,273 

 
うち 
削除漏れ 

 6 268,083 268,083 

 
削除漏れ

以外 
 44 1,272,190 1,272,190 

聞き取りによると，上記の調定のこれまで

の債権管理の状態等は，調定データの削除漏

れが合計 6件 268,083 円で，督促時の再調定

による二重調定，若しくは，実査後，財務会

計システムより抽出した過年度の収納データ

一覧（情報化戦略部より入手）で収納状況を

確認したところ，会計科目・事業名・期別・

調定内容・債務者が同一の調定が別に登録さ

れており収納済であることが判明したことに

より，それぞれ誤って調定されたデータと判

断できるため，調定データを削除したとのこ

 債権の管理が適正に行われていな

かった原因は，施設の閉鎖，サービス

の廃止等により施設から引継ぎをし

た際に，十分な引継ぎが行われてお

らず，どのような債権が残っている

のか，経過がどうなのかが分かる書

類も無かったこと，その後も確認を

行っていなかったことから起こった

ものであった。 

指摘事項の必要な台帳の整備につ

いては，収入状況を確認の上，誤った

調定データを削除するとともに，債

権管理台帳を作成しており，対応済

みである。 

あわせて，未収となっている債権

については，回収に向けて，電話催促

等を行っている。 

また，債権のうち時効が成立し消

滅したものについては，不納欠損処

分，債権放棄の手続きを進めていく。 

今後，同様の間違いが生じないよ

うに，年 4 回財務会計関連の帳票を

確認する際に，合わせて確認するこ

とにより，定期的にチェックする体

制を整えた。 

措置方針 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

とである。 

この削除漏れ以外の合計 44 件調定金額

1,272,190 円については，いずれも財務会計シ

ステム以外には債権管理台帳を作成しておら

ず，督促等の時効中断事由，納付交渉の経緯

等の記録がなく，督促状送付後の債権管理も

行われていなかった。   （高齢福祉課） 

調定データの削除漏れについては，過年度

の収入未済調定は，過年度決算において確定

額として公表されているものであり，その重

要性に鑑みると，誤って登録していたことが

判明したからと言って安直に削除すれば済む

というものではなく，当初の調定時や決算時

において，調査，確認等を慎重に行うべきで

あり，誤って登録した調定については，遅く

とも登録した年度の出納閉鎖までに財務会計

システムから削除し，正しい決算値とするべ

きである。 

調定データの削除漏れ以外については，市

の債権の管理に関する事務処理は，神戸市債

権の管理に関する条例で定められており，債

権を適正に管理するため必要な台帳を整備す

ること（第 5 条）や，履行期限までに履行し

ない場合は期限を指定して督促状を発して督

促しなければならない（第 6 条）ことが定め

られている。 

また，債権のうち時効が成立し消滅したも

のは，不納欠損処分を行い決算値に反映する

ことが必要とされている。 

強制徴収公債権，非強制徴収公債権は地方

自治法の規定により，消滅時効の期間は 5 年

で，時効の援用は不要，私債権は民法の規定

により，時効の援用は必要であるが，時効期

間満了後は，債権の管理に関する条例の規定

により債権放棄も可能となっている。 

このことから，滞納の初期段階での対処方

法を構築するほか，督促，催告の時効中断事

由や納付交渉の記録をする必要がある。ま
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

た，上表の債権には，公債権，私債権のいず

れもあり，それぞれ債務者や債権の内容等の

調査を尽くす必要があるが，それでも不明な

ものは，債権の管理に関する条例の規定に基

づく債権放棄の手続を進め，不納欠損処分す

るべきである。 

民間の場合，自らの業務の過程で発生した

未収金は自ら責任をもって回収できるまで対

処する。市の業務でもそのときの担当ライン

はあったはずで，自分で責任をもって回収に

あたるべきで，なぜ回収できなかったかを明

らかにして引継ぎを確実に行うべきである。 

今後の対応・体制だけでなく，そもそもの

原因から詰めていかなければ，また同じこと

が起きる恐れがあり，組織を強固なものにし

ていけない。誰が担当し，どこに原因があっ

たか，誰が引継ぎをしなかったか，原因をで

きる限り調べて今後に活かすべきである。 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1) 財産の管理に関する事務 

ア 市が構築したパソコンの統制を受けるべき

もの 

ソフトウェア資産管理基準によると，調達方

法にかかわらず市で使用するすべてのパソコ

ンに対して情報基盤管理者（企画調整局情報化

戦略部担当課長（情報システム担当））より指

示されるＰＣ管理番号のラベルを貼付し，必要

な対策をとらなければならない旨を定めてい

る。 

また，情報セキュリティ対策基準によると，

情報セキュリティ管理者（企画調整局情報化戦

略部担当課長（情報政策担当））は，適正に情

報セキュリティ対策を推進・管理するための基

礎資料として，情報システム台帳を作成し，整

理する旨や，業務システム管理者（各業務シス

テムを所管する課の長）は，情報システムを新

たに調達したり，既にある情報システムを廃止

したりしたときは，情報セキュリティ管理者か

らの求めに応じて，その旨を報告しなければな

らない旨を定めるとともに，必要な対策をとら

なければならない旨を定めている。 

専用システムＰＣは必ず1つ情報システムを

備えるのであり，令和元年 5月 7 日付「情報シ

ステム台帳への登録・更新について（依頼）」

においても，ハードウェア台帳上の専用パソコ

ンのうち，情報システムコードが付与されてい

ないものについては情報システム台帳への新

規登録やハードウェアの廃止申請など，現況に

応じて必要な手続きを行うことを依頼してい

る。 

しかしながら，全6クリーンセンターのうち，

3 クリーンセンターでは，それぞれ当初平成 12

年に調達し平成 21年に更新したパソコン 4台，

平成 29 年に調達したパソコン 4台，当初平成 7

年に調達し平成 27年に更新したパソコン 4 台

に管理番号がなく，市が構築したパソコンの統

 

 

「搬入車両重量計量システム」は計

量設備の一部として導入された経緯か

ら，情報システム台帳への登録は不要

であると思い込み，情報システム台帳

等への登録を行っていなかった。 

専用システムＰＣについては，その

定義と情報システム台帳をはじめとす

る各種台帳への登録手続きが必要であ

ることを令和2年2月13日の副所長会に

おいて周知した。 

また，指摘を踏まえ，当該システム

については，情報システム台帳への登

録を行い，構成される専用システムＰ

Ｃについて管理番号の付与を受け，ソ

フトウェア資産に関する手続き（ライ

センス台帳，インストール管理台帳へ

の登録）を実施し，東クリーンセンタ

ーは令和2年3月2日，港島クリーンセン

ターは令和2年3月31日に各台帳への登

録が完了，西クリーンセンターは令和2

年3月31日に申請手続きが完了し，令和

2年4月7日に各台帳への登録が完了し

た。 

 

 

 

措置済 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

制を受けない状態であった。 

これらのパソコンは，搬入出車両の重量計量

によりごみ量，搬入手数料の計算，集計を行う

「搬入車両重量計量システム」を運用する専用

システムＰＣとのことであるが，「搬入車両重

量計量システム」は情報システムコードがな

く，この情報システムも市が構築したパソコン

の統制を受けない状態であった。 

当該クリーンセンターによると，当該システ

ムは計量棟内に設置されるスタンドアロンシ

ステムで，その用途並びに使用場所は極めて限

定的な専用パソコンであるため，情報システム

台帳への登録は不要と考え，情報システム台帳

の登録は行わず，管理番号の付与も受けていな

い状況になっていた，とのことであった。 

（東クリーンセンター，港島クリーンセンター，

西クリーンセンター） 

 

ソフトウェア資産管理基準，情報セキュリテ

ィ対策基準に基づき，管理番号のないパソコン

は管理番号の付与を受けるとともに，「搬入車

両重量計量システム」の専用システムＰＣとし

て情報システムコードの付与を受け，必要な情

報セキュリティ対策をとるべきである。 

 

イ パソコン，ソフトウェアの管理を適正に行う

べきもの 

ソフトウェア資産管理基準によると，情報基

盤管理者は，ソフトウェア資産を適切に管理す

るために，パソコン・ソフトウェア管理システ

ムを整備し，①ハードウェア台帳，②インスト

ール管理台帳，③ライセンス台帳，④ソフトウ

ェア媒体管理台帳を管理しなければならない，

としている。また，ソフトウェア資産管理手順

書によると，ソフトウェア資産に変更がある場

合，情報管理者（情報資産を取り扱う課の長）

及び業務システム管理者（以下，「情報管理者

等」という。）は，所管する範囲で所有するソ

 

 

（ア）インストール管理台帳への未登

録については「AutoCAD LT2016」のラ

イセンスを使用し，インストールする

際に「AutoCAD LT2017」へバージョン

アップを行ったが，インストール申請

を失念していたため，インストール管

理台帳への記載が漏れてしまったもの

である。 

今回の件については令和 2 年 1 月 28

日に登録手続きを実施した。併せて，

適正管理及び再発防止の観点から「ソ

 

 

措置済 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

フトウェア資産に関する手続きを速やかに上

記台帳に反映しなければならず，さらに，情報

管理者等は，所管するソフトウェア資産につい

て，棚卸を実施し，台帳と現状が一致しない場

合は，申請を行い，現状に一致させなければな

らない，としている。 

(ア) ソフトウェア資産において，③ライセンス

台帳に記載があり，②インストール管理台帳

に記載のないソフトウェアがあったが，実際

のパソコンには当該ソフトウェアがインスト

ールされている事例があった。  （施設課） 

                          

パソコンに，③ライセンス台帳にあるソフト

ウェアをインストールする場合は，インストー

ル申請もあわせて行うべきである。 

 

(イ) 市民開放用の専用システムＰＣについて，

①ハードウェア台帳への登録はあるものの，

②インストール管理台帳によるとインストー

ルされていることとなっているセキュリティ

ソフトがインストールされていなかった事例

があった。なお，現在では当該パソコンの本

来の市民利用は確認できず，インターネット

にも接続されていない状況であった。 

                （北事業所） 

台帳と現状が一致しない場合は，申請により

一致させるべきである。また，利用実績のない

パソコンについては，処分を検討するべきであ

る。 

 

フトウェア資産管理基準」を参考に令

和 2 年 2 月 6 日の課内会議でインスト

ール管理台帳への登録手続きについて

各担当者へ周知徹底を行った。 

 

（イ）指摘のあった「ウイルスバスタ

ークラウド」について，アンインスト

ール申請し台帳と一致させた。また，

ソフトウェアライセンスの期限が到来

する本年 5月 31 日以降，速やかにソフ

トウェアの廃止手続きを行った上で，

あわせてパソコン自体も処分する予定

である。 

 

 

 

 

 

措置済 

 

ウ ＥＴＣカードの管理を適正に行うべきもの 

平成 17 年 9 月 12 日付「ＥＴＣカードの取扱

いについて（通知）」によると，カード受け入

れ時点で「ＥＴＣカード管理簿」を作成し，カ

ード番号を記入のうえ，物品管理者の決裁を受

けることとなっている。また，ＥＴＣカード使

用者は「ＥＴＣカード使用簿」に使用日及び使

用区間を記入し，認印を押印のうえ，運転日報

 

(ア)金庫内の未使用のＥＴＣカードに

ついては，平常業務では使用しておら

ず，災害時に市内及び他都市応援等で

緊急に使用する可能性があるため，業

務課において保管することが必要と考

えている。 

当該ＥＴＣカードの保管にあたって

 

措置済 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

とともに事務担当者に提出することとなって

いる。 

令和 2年 1月の実査日時点で以下のような事

例があった。 

(ア) 金庫内に保管するＥＴＣカードのうち 9 枚

について，「ＥＴＣカード管理簿」にその記載

がなかった事例         （業務課） 

                             

(イ) 「ＥＴＣカード管理簿兼使用簿」という様

式を作成していたが，これは上記通知が示す

「ＥＴＣカード使用簿」に当たり，受け入れ

たすべてのＥＴＣカードについて構成管理を

行う「ＥＴＣカード管理簿」は作成されてい

なかった事例        （兵庫事業所） 

 

(ウ) ＥＴＣカードの枚数は把握しているもの

の，受け入れたすべてのＥＴＣカードについ

て構成管理を行う「ＥＴＣカード管理簿」が

作成されていなかった事例   （西事業所） 

        

ＥＴＣカードの不正使用を未然に防ぐため

にも，通知に従い「ＥＴＣカード管理簿」を作

成し，物品管理者の決裁を受け，管理するべき

である。 

 

は，指摘をふまえて「ＥＴＣカードの

取り扱いについて」の通知に記載の「Ｅ

ＴＣカード管理簿」を作成した。また，

使用する際は「ＥＴＣカード使用簿」

に必要事項を記入するなど適切な管理

に努めていく。 

 

（イ）「ＥＴＣカード管理簿」が作成さ

れていなかった原因は，平成 17 年 9 月

12 日付「ＥＴＣカードの取扱いについ

て（通知）」を確認することなく，「Ｅ

ＴＣカード管理簿兼使用簿」という様

式を独自に作成したためであった。 

 令和 2年 2月 14 日，上記通知に従っ

て，「ＥＴＣカード管理簿（標準様式

１）」を作成のうえ物品管理者の決裁を

受けた。 

 今後，会計規則等に則って適正に事

務処理を行うよう朝礼時に周知した。 

 

(ウ)ＥＴＣカードの管理について，総

枚数だけを記載し，物品管理者の確認

印を押印するのみの取扱いとしてい

た。 

指摘事項について，管理事故の発生

を抑制する目的で，予備ＥＴＣカード

を削減した令和1年7月17日に遡り「Ｅ

ＴＣカード管理簿」を作成した。 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1)支出に関する事務 

ア 適正な時期に支出負担行為を行うべきもの 

北区健康福祉課では，本区一般会計分の郵便料

金は利用月ごとに請求のあった金額を資金前渡

し，指定口座に入金して口座振替により定例支出

のうえ精算しており，平成 31年 3月分（3月１～

31 日郵送分）の後納郵便料金 779,932 円は，平成

30 年度予算で次の日程で支払処理をしていた（他

に北神区役所分を含む 3件について同様に処理）。 

支出負担行為兼支出命令書起
案（資金前渡） 

平成31年4月 8日 

「次回口座振替のお知らせ」
受理 

平成31年4月 9日 

金融機関支払済日（資金前渡） 平成31年4月12日 

口座振替（用務終了） 平成31年4月22日 

前渡金精算 平成31年4月22日 

同課では，支出決議のたび支出負担行為兼支出

命令書により支出負担行為を行っていたため，3月

分の後納郵便料金については，支出負担行為を平

成 31年 4月 1日以降となる 4月 8 日に行い，平成

30 年度予算で支出していた。 

後納郵便料金については，地方自治法施行令第

143 条第 1 項第 3 号に規定する電信電話料の類に

該当し，会計年度は「その支出の原因である事実

の存した期間の属する年度」とすることとなって

いる。また，出納整理期間中に旧年度に属する新

たな支出負担行為はできない。 

（北区健康福祉課） 

3 月分の後納郵便料金について，旧年度（3 月が

属する年度）予算で支出する場合は，支出負担行

為は旧年度中に行うべきである。 

 

 

例月処理として，「支出負担行為

兼支出命令書」により支出負担行為

額の入力を行っていたために生じ

た財務会計システム入力上の誤り

である。 

後納郵便料金については，年度内

に財務会計システムで「支出負担行

為書」の入力を行い，支出するよう

関係職員に周知徹底しており，令和

2 年 3月分について，令和元年度中

に支出負担行為を行った。 

 

 

措置済 

 

(2) 契約に関する事務 

ア 適正な契約をするべきもの（通知内容と異なる

契約となっている事例） 

平成 20 年度よりタクシー乗車使用契約につい

ては各所属において毎年単年度契約するよう通知

されているが，区役所において，この通知と異な

る方法により，契約期間に係る「本契約期間は契

約日（平成 20 年 4 月 1 日）より向う 1 ヵ年とす

 

タクシー乗車使用契約について，

毎年単年度契約を行うとの取扱通

知の周知が徹底できておらず，令和

元年度まで，自動更新条項を含む契

約書により契約していた。 

当該取扱通知を改めて関係職員

に周知徹底しており，令和 2 年度の

 

措置済 
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

る。」の規定に併せて「本契約期間満了 1ヵ月前ま

でに甲乙いづれからも解約の申出がない時は，引

き続き効力を有するものとし，爾後も同様とす

る。」といった自動更新条項が規定された契約を締

結し，そのまま平成 31 年度においても契約が継続

されていた事例があった。 

         （北区健康福祉課） 

通知文の内容に従い，適正に契約するべきであ

る。 

契約については，取扱通知に従い，

単年度契約を締結した。 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 電子記録媒体の構成管理，持出申請・承認を適

正に行うべきもの 

平成 21 年 5 月 29 日付けで，企画調整局情報化

推進部長より所属長あて「電子記録媒体等の管理

について（通知）」が発せられており，この通知

では，ＵＳＢメモリ等の書換可能な電子記録媒体

を所属内で集中して管理する場合の台帳による構

成管理，持出申請・承認を記録することが定めら

れている。 

構成管理，持出申請・承認を適正に行っていな

い次の事例があったので，情報にまつわる紛失，

盗難，漏えい等さまざまなリスクに対処する観点

から適正に管理するべきである。 

（ア）電子記録媒体管理台帳を作成していない事

例         （西区生活支援課） 

（イ）電子記録媒体管理台帳は作成しているもの

の，現物が確認できないものがある，又は電

子記録媒体管理台帳に掲載されていない電子

記録媒体があるなど，電子記録媒体管理台帳

が正確でない事例 

（兵庫区健康福祉課，北神区役所保健福祉課，

北神区役所こども家庭支援課） 

（ウ）電子記録媒体の持出しを行う際に，所属長

の承認を得ていない事例 

（東灘区健康福祉課） 

 

 

（ア） 

平成 27 年度に電子記録媒体貸出

承認兼返却確認簿と持ち出し承認

兼返却確認簿は作成していたが，

「電子記録媒体等の管理について」

の通知の理解不足により，電子記録

媒体管理台帳を作成していなかっ

た。 

令和 2 年 1 月 27 日に当該管理台

帳を作成済である。 

 

（イ） 

電子記録媒体と管理台帳との齟

齬については，定期的な点検を適正

に実施していなかったことが原因

であった。 

「電子記録媒体等の管理につい

て」の通知に即して，電子記録媒体

と台帳の点検確認を実施し，台帳の

整理・更新を行った。 

今後も定期的に点検確認を実施

し，適正な管理に努める。 

 

（ウ） 

当該電子記録媒体の持出し先が

庁舎内の区会計室であったことか

ら，所属外への持出しに当たらない

と錯誤したため，所属長の承認を得
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

ていなかった。 

関係職員に対して，庁内であって

も他所属に電子記録媒体を持ち出

す際には所属長決裁を経ることを

周知徹底しており，同様の事務処理

にあたっては，所属長の承認を得て

いる。 

イ 債権の管理を適正に行うべきもの 

区役所に係る財務定期監査において，財務会計

システムから出力される収入未済兼過誤納一覧表

に掲載されている収入未済債権の調定内容，これ

までの債権管理の状態について確認したところ，

次のとおり調定データの削除漏れや債権に係る調

定データを適正に管理できていない事例があっ

た。 

（ア）調定データの削除漏れとなっていた事例 

（事例 1）調定データの削除漏れ 

（事例 2 の差押えデータを除く） 

 
科目- 

事業 

科目名

事業名 

調定 

年度 
件数 

調定 
金額 
（円） 

収入 
未済額 
（円） 

調定課 

① 9002- 
事業等
所得税 

令和 
元年度 

1 211 211 
東灘区 
健康福祉課 

② 9001- 
給与所

得税 

平成 
28～30
年度 

4 3,316 3,316 
東灘区 
こども家庭
支援課 

③ 9002- 
事業等

所得税 

平成 
29 年
度 

2 3,578 3,578 
東灘区 
こども家庭
支援課 

 計   7 7,105 7,105  

聞き取りによると，上記の調定のこれまでの債

権管理の状態等は，①～③の所得税 7件 7,105 円

は，調定課が開催したイベントの講師等に係る源

泉徴収税に係る調定データで，いずれも誤って作

成した調定データを削除するべきところ調定登録

を削除し忘れたものとのことである。            

（東灘区健康福祉課，東灘区こども家庭支援課） 

誤って登録した調定については，削除するべき

である。 

過年度の収入未済調定は，過年度決算において

確定額として公表されているものであり，その重

要性に鑑みると，誤って登録していたことが判明

（ア） 

指摘のあった削除漏れとなって

いる調定データについて，①の令和

元年度分は削除し，②及び③の過年

度分は調定減額決議を行った。 

関係職員に対して，誤った調定デ

ータは直ちに削除すること，また，

財務会計システムより出力される

収入未済一覧表の活用により，収入

未済を点検し，調査・確認等を慎重

に行ったうえで，誤った調定データ

があればその都度削除することを

周知徹底した。 

 

（イ） 

保育料の調定決議は福祉情報シ

ステムで行うが，未納保育料や差押

えに係る調定決議は福祉情報シス

テムが対応していないため財務会

計システムで行っており，その件数

が少ないことから，財務会計システ

ムで出力される収入未済一覧表の

確認を行っていなかったため，事務

処理が漏れていたものである 

④については，滞納調書を作成の

うえ，滞納管理を開始しており，⑤

については，過年度の調定減額決議

を行った。また，⑥～⑧については，

調定データを削除した。 

関係職員に対して，誤った調定デ

ータは直ちに削除すること，また，
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指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

したからと言って安直に削除すれば済むというも

のではなく，当初の調定時や決算時において，調

査，確認等を慎重に行うべきであり，誤って登録

した調定については，遅くとも登録した年度の出

納閉鎖までに財務会計システムから削除し，正し

い決算値とするべきである。 

（イ）財務会計システムで未納保育料の調定データ

を作成し，処理に問題があった事例 

（事例 2）財務会計システムで未納保育料の調定デ

ータを作成し，処理に問題があった事例 

 
科目- 

事業 

科目名 

事業名 

調定 

年度 

件

数 

調定金額 

（円） 

収入未済

額（円） 
調定課 

④ 4094- 
46 

雑入（未

納保育
料） 

平成 

30 年
度 

7 25,900 25,900 

東灘区 

こども家
庭支援課 

⑤ 9111- 

差押通貨

及び差押
さ物件公
売代金 

平成 
27～29

年度 

4 1,115,076 1,115,076 
東灘区 
こども家

庭支援課 

⑥ 9111- 

差押通貨
及び差押

さ物件公
売代金 

平成 
29 年
度 

1 21,600 21,600 
北区 
こども家
庭支援課 

⑦ 9111- 

差押通貨

及び差押
さ物件公
売代金 

平成 
28 年

度 

1 93 93 
須磨区 
こども家

庭支援課 

⑧ 9111- 

差押通貨
及び差押

さ物件公
売代金 

平成 
27～29
年度 

5 500,760 500,760 
西区 
こども家
庭支援課 

 計   18 1,663,429 1,663,429  

※ 調定年度，件数，調定金額，収入未済額の数値は，それぞれ収入
未済兼過誤納一覧表の数値による。 

※ なお，須磨区の 1件については，北須磨支所分を誤って須磨区の
データとして入力していたものである。 

④については，所得更正により発生した保育料

の未納額とのことである。保育料関係の調定管理

は個別業務システムで行っているが，一部に非対

応部分があり当該調定データの登録は同システム

で行えなかったため，財務会計システムで調定デ

ータを作成した。通常は個別業務システムの情報

を基に行っている督促など必要な債権管理手続き

は，財務会計システムの収入未済兼過誤納一覧表

を確認していなかったため，担当者の異動等もあ

り滞納者ごとの滞納調書を作成することができ

ず，その結果必要な督促ができていなかったとの

ことである。 

財務会計システムより出力される

収入未済一覧表の活用により，収入

未済を点検し，調査・確認等を慎重

に行ったうえで，収入未済の管理や

誤った調定データがあればその都

度削除することを周知徹底した。 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：区役所） 
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⑤～⑧については，差押えに係るデータの重複

登録（10件 1,637,319 円）や，差押えの取りや

め（⑧のうち 1件 210 円）による不要なデータで

あるとのことである。 

財務会計システムについても差押決議の進捗に

あわせて不要な登録は削除するべきところ，削除

し忘れていたことがわかった。 

（東灘区こども家庭支援課， 

こども家庭局子育て支援部幼保振興課） 

保育料関係の調定は原則として個別業務システ

ムで行うため，所管課では，財務会計システムに

おける「収入未済兼過誤納一覧表」のチェックは

殆んど行っていないとのことであるが，所管課で

多少でも財務会計システムも使用する場合は，財

務会計システムの「収入未済兼過誤納一覧表」の

チェックも行うことを徹底するべきである。 

市の債権の管理に関する事務処理は，神戸市債

権の管理に関する条例で定められており，債権を

適正に管理するため必要な台帳を整備すること

（第 5条）や，履行期限までに履行しない場合は

期限を指定して督促状を発して督促しなければな

らない（第 6 条）ことが定められている。 

また，債権のうち時効が成立し消滅したもの

は，不納欠損処分を行い決算値に反映することが

必要とされている。 

強制徴収公債権，非強制徴収公債権は地方自治

法の規定により，消滅時効の期間は 5 年で，時効

の援用は不要，私債権は民法の規定により，時効

の援用は必要であるが，時効期間満了後は，債権

の管理に関する条例の規定により債権放棄も可能

となっている。 

このことから，調定データ④については，滞納

の初期段階での対処方法を構築するほか，督促，

催告の時効中断事由や納付交渉の記録をする必要

がある。また，債務者や債権の内容等の調査を尽

くす必要があるが，それでも不明なものは，債権

の管理に関する条例の規定に基づく債権放棄の手

続を進め，不納欠損処分するべきである。 
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保育料については個別業務システムで調定を管

理しているが，差押えに係る調定データは個別業

務システムで処理できないため財務会計システム

で作成している。 

また，差押えの事務の一部については，こども

家庭局子育て支援部振興課に債権管理担当を置

き，当該担当の職員が区役所職員を兼務すること

により区役所の事務として行う体制としている

が，差押えにより収入した金額について収入があ

った旨を当該個別業務システムに反映させる作業

は区役所で行っているとのことである。 

調定データ⑤～⑧についても，この体制におい

て区役所の事務として行った調定であるが，いず

れにしても必要な決裁を得て削除するべきであ

る。 

民間の場合，自らの業務の過程で発生した未収

金は自ら責任をもって回収できるまで対処する。

市の業務でもそのときの担当ラインはあったはず

で，自分で責任をもって回収にあたるべきで，な

ぜ回収できなかったかを明らかにして引継ぎを確

実に行うべきである。 

今後の対応・体制だけでなく，そもそもの原因

から詰めていかなければ，また同じことが起きる

恐れがあり，組織を強固なものにしていけない。

誰が担当し，どこに原因があったか，誰が引継ぎ

をしなかったか，原因をできる限り調べて今後に

活かすべきである。 

○ 意  見 

(1) 保育料に係る財務会計システムと個別業務シス

テムのあり方について 

調定データの不要な登録の削除漏れの事例で指

摘しているように，保育料関係の調定は原則とし

て個別業務システムで行うが，全体として個別業

務システムで管理している調定について部分的に

財務会計システムが分担するには，極めて精緻な

分担の仕方や手順が必要になる。正しく決算数字

を出すことができるよう，また必要な督促など債

権管理事務が正しく行うことができるよう，こど

  

財務会計システムと福祉情報シ

ステムの連携のためには，新たな会

計科目の債権を取り扱うよう現行

システムの改修が必要であり，多額

の改修費用が必要であること，また

改修後も財務会計システムとの連

携も含めた維持管理のための労力

や費用が必要となる。 

福祉情報システムは，次期システ

ムの稼働を令和 5 年度の予定で検

 

措置方針 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：区役所） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

も家庭局ではシンプルで間違わず運用できるシス

テムのあり方を検討されたい。 

（こども家庭局子育て支援部幼保振興課） 

討を進めており，そのシステム開発

の業者の選考にあたっては，今回指

摘のあった債権管理事務も対応で

きることを評価項目に入れる予定

である。 

(2) 専決契約における複数案件の見積合せについ  

 て 

令和元年度財務定期監査において，次のような

契約事例があった。 

（事例）西区こども家庭支援課の専決契約（印刷

物の発注）における複数案件の見積合せ 

発注課は上記 2 件の印刷物の発注を行うため，

同じ 2 業者に対して見積を 10 月 12 日に依頼し，

提出された見積書の見積合せにより契約の相手方

を決定した。上記見積合せにおいては，②に限っ

ては，Ｂ社の方がＡ社よりも安価な見積額を提示

していたが，契約の相手方については①②とも①

②の合計額の最安値を提示したＡ社に決定し，①

②を一括して発注書を作成して 11 月 28 日にＡ社

に発注し，①②ともＡ社が履行し，経費合計

198,509 円も執行された。 

また，この見積合せにおいては，見積依頼書は

①②まとめて作成していたが，各業者からの見積

書は①②別々に作成して提出するよう指示してい

た。また，見積依頼書を確認したところ，業者決

定方法（例：①②を同一業者に発注するため，①

②の見積合計額が最も安価な業者に対して①②と

も発注する旨等）については特に記載されてはい

件名 履行期限 

見積額（円／税込） 

Ａ社 Ｂ社 
最安 

価格 

①子育てＭ

ＡＰ 

（2種類） 

H31.3.22 139,757 242,904 
139,757 

（Ａ社） 

②平成 31

年度西区乳

幼児健診・

教室日程の

ご案内 

H31.2. 1  58,752  42,228 
42,228 

（Ｂ社） 

合計  198,509 284,904 181,985 

指摘のあった印刷物の発注につ

いては，同一業者が履行する合理的

な理由がないことから，令和 2 年度

以降の契約については，別々に見積

依頼を行い，案件ごとに発注するよ

う改めることとし，関係職員に周知

徹底を行った。 

措置済 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：区役所） 

 

指摘 の概 要 措 置 内 容 措置状況 

なかった。 

しかし，仮に①②の発注先を別々に決定（①②

各々見積合せ）していた場合は，発注先は，①は

Ａ社，②はＢ社となり，①②の合計執行額はより

安価（181,985 円）となっていた。 

見積合せは，随意契約による場合に実施するも

のであり，その手続きについては，地方自治法第

234 条第 3 項で手続きが定められている入札と異

なり，神戸市契約規則においても第 26 条第 1項で

「なるべく 2 人以上のものから見積書を徴しなけ

ればならない。」と規定されている他は明文の規定

はないため，見積者の提案内容等によっては最低

価格以外の見積者を契約の相手方とすることもで

きる方法である。しかし，競争条件を一定にする

ため，指名競争入札に準じた見積合せの手続きと

して「見積合せ事務処理の手引」では，指名業者

には見積合せに付する事項等を通知するものとし

ている。 

複数案件の見積案件を同一業者が履行する必要

がある場合は，競争条件を一定にするため，見積

依頼時において，見積合せに付する事項，特に見

積合せに付する業者の決定方法については，見積

依頼先に確実に示されたい。 

 （西区こども家庭支援課） 

 



 

令和元年度 財務定期監査（監査対象：教育委員会事務局） 

 

指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1)収入に関する事務 

ア 助成金の収納を適正に行うべきもの 

地域団体から助成金として受領した現金に

ついて，現金をそのまま金庫に保管していた

事例があった。平成 29，30 年度，令和元年度

にそれぞれ 30,000 円ずつ計 90,000 円受領し

ていたが，令和元年度に，親睦会の口座から

出金する予定であった体育会に参加したボラ

ンティアへのお礼としての弁当代 7,000 円

を，一時的に当該助成金から支出し，後に親

睦会の口座から出金した弁当代を預かった教

頭が別場所に保管していたため，金庫内には

83,000 円しか現金が保管されていなかった。 

            （友生支援学校）    

特別な事情がない限り，現金は公費として

収納するべきである。 

 

 

 

平成 29 年度より、一般財団法人住

吉学園より寄付金 90,000 円（30,000

円×３回分）を受領したが、物品では

なかったことから寄付採納に思い至

らず、公金化しないまま保管してい

た。 

うち、7,000 円は別会計から支出す

べきところ誤って寄付金から支出し

たもので、令和元年度の監査で誤りに

気付いた後、直ちに返還した。 

90,000 円は令和元年 11月５日付け

で調定をし、市の歳入とした。 

今後は物品として寄付していただ

けるよう相手方と協議し、寄付採納の

手続きをとる。 

 
 

措置済 
 

イ 授業料の督促を適正に行うべきもの 

市立高等学校等に係る授業料は使用料であ

るが，授業料の滞納者に対する督促につい

て，審査請求に関する教示のない督促状を学

校長名で発行し送付していた事例があった。 

（学校経営支援課） 

地方自治法第 231 条の 3第 5 項では，督促

は審査請求ができる処分であるとし，行政不

服審査法第 82条第 1 項では，審査請求ができ

る処分をする場合には，審査請求ができる旨

及び期間を書面で教示しなければならないと

している。 

また，督促を行う執行機関について，地方

自治法第 149 条第 2号により「予算の執行

権」は長に専属し，同法第 180 条の 6 により

議会及び行政委員又は行政委員会はこれを有

しないとされている。地方自治法第 180 条の

2 の規定により地方公共団体の長以外の執行

機関に委任した場合は，当然当該執行機関の

権限となるが，「市長の権限に属する教育関係

授業料の督促状を学校経営支援課

にて作成し、全校統一様式とするた

め、法務支援課と調整中である。 

統一様式の作成においては、以下の

２点に留意している。 

①審査請求ができる旨及び期間を教

示する。 

②発行者名を市長とする。 

 なお、今年度分の初回引落は５月末

日となっているため、６月上旬までに

各学校へ新たな取扱いについて周知

する予定である。 

措置方針 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

事務の一部を教育委員会に委任し，又は教育

次長その他の教育委員会の職員に補助執行さ

せることについての協議」では，予算を調整

し，これを執行することを，教育次長その他

の教育委員会の職員に補助執行させるとして

いることから，「予算の執行権」は教育委員会

に委任されていない。 

授業料の督促状は，審査請求に関する教示

をしたうえで，市長名で発行し送付するべき

である。 

 

(2) 支出に関する事務 

ア 特定個人情報の保管を適正に行うべきもの 

特定個人情報は個人番号（以下「マイナン

バー」という。）を含む個人情報であるが，行

政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第 20 条により，特

定個人情報の収集又は保管は制限されてい

る。 

平成 27 年 10 月 5 日付け「源泉徴収事務に

関するマイナンバー取扱いガイドライン（解

説付）」（企画調整局情報化推進部，行財政局

職員部総務事務センター）では，各所属の事

務取扱担当者（マイナンバーを収集・管理を

行う職員）は，登録・記載済みのマイナンバ

ー確認書類，身元確認書類を速やかに本人へ

返却するか，あるいは焼却，裁断，溶融等に

より廃棄するとしている。 

「臨時的任用職員及び非常勤嘱託職員事務

集中処理マニュアル」（行財政局職員部総務

事務センター）では，所属にマイナンバーが

確認できる書類を残さないでくださいとして

いる。 

平成 28 年 1 月 7 日付け「県費・市費負担教

職員のマイナンバー（個人番号）の収集につ

いて（依頼）」（教育委員会総務部教職員課）

では,学校園にマイナンバーが確認できる書

類・ファイルを残さないでくださいとしてい

 

（ア） 職員より収集したマイナンバ

ー確認書類は、マイナンバーの確認と

確認の事実の記録が終われば速やか

に本人へ返却するか、廃棄しなければ

ならないという認識が不足していた

ため、誤って金庫へ保管し続けた。 

廃棄すべきマイナンバー確認書類

は、指摘があった財務定期監査実施日

当日中（令和元年 10 月８日）にシュ

レッダーにて廃棄済である。 

なお、指摘を踏まえ、所属職員全員

に対して、当該事案についての説明を

行うとともに、適正な事務処理を行う

よう周知徹底を行った。 

（総務課） 

 

職員及びその被扶養者のマイナン

バーが確認できる書類を保管してい

たのは担当職員の不知によるもので

あった。令和元年１１月１５日に行わ

れた財務定期監査で指摘され、同日速

やかにシュレッダーで廃棄した。 

（住之江公民館） 

 

（イ） 「源泉徴収事務に関するマイ

ナンバー取扱いガイドライン（解説

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

る。 

特定個人情報の保管について次の事例があ

った。 

保管する必要のないマイナンバーが確認で

きる書類は速やかに本人へ返却するか，ある

いは焼却，裁断，溶融等により廃棄するべき

である。 

（ア）職員及びその被扶養者のマイナンバーが確

認できる書類を保管していた。 

（総務課，住之江公民館） 

（イ）非常勤講師のマイナンバーが確認できる書

類を保管していた。     （楠高等学校） 

 

付）」及び「臨時的任用職員及び非常勤

嘱託職員事務集中処理マニュアル」並

びに「県費・市費負担教職員のマイナ

ンバー（個人番号）の収集について（依

頼）」にあるように個人番号の写しを

保管せず、速やかに廃棄するべきとこ

ろ、過去の事務担当者が時間講師のマ

イナンバーの写しを金庫に保管し、処

分漏れのままの状態になっていた。 

 ご指摘のとおり保管していた非常

勤講師のマイナンバーが確認できる

書類については監査終了後の夕刻、速

やかに裁断廃棄処分した。 

 今後は個人番号の写しは保管せず

速やかに本人へ返却、あるいは焼却、

裁断、溶融等により廃棄します。 

 

(3)  財産管理に関する事務 

ア 電子記録媒体の構成管理，持出申請・承認を

適正に行うべきもの 

平成 21 年 5 月 29 日付けで，企画調整局情

報化推進部長より所属長宛に，「電子記録媒体

等の管理について（通知）」が発せられてお

り，この通知では，ＵＳＢメモリ等の書換可

能な電子記録媒体を所属内で集中して管理す

る場合の台帳による構成管理，持出申請・承

認を記録することが定められている。 

また，学校園に関しては，平成 22年 1月

28 日付けで，教育委員会総務部教育企画課情

報セキュリティ担当主幹より学校園長宛に，

「電子記録媒体等の管理について（通知）」

が，平成 30 年 8 月 22 日付けで，教育委員会

事務局総務部学校経営支援課業務改善・情報

管理担当課長より学校園長宛に，「電子記録媒

体等の適正管理および事例研修の実施につい

て（通知）」が発せられており，これらの通知

では，ＵＳＢメモリ等の書換可能な電子記録

媒体を所属内で管理する場合の台帳による構

 

（ア） 当該ＦＤは、トライやる・ウ

ィークに係る旅費支払処理専用とし

て、２セット（各正副２枚、計４枚）

を会計室及び金融機関とのデータの

受け渡しに使用している。 

ＦＤの受け渡しは金融機関にて準

備される専用ケースで厳重に行われ

ており、また会計室との間でも、「総合

振込用媒体受渡簿（担当課⇔会計）」及

びデスクネッツの「回覧・レポート」

機能にて、データの受け渡しや消去に

ついて相互確認を行っている。 

また、所属長印を押印した「総合振

込給与振込Ｍ／Ｔ（Ｆ／Ｄ）送付書」

もＦＤと共に送付しており、データの

内容についても所属長の承認を受け

ている。 

以上のことから、当該ＦＤに係る情

報セキュリティ対策については、適正

な執行がなされているとの認識であ

 

措置済 
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

成管理，持出申請・承認を記録することが定

められている。 

構成管理，持出申請・承認を行っていない

次の事例があったので，情報にまつわる紛

失，盗難，漏えい等さまざまなリスクに対処

する観点から適正に管理するべきである。 

（ア）総合振込みの事務において，ＦＤを金融機

関とのデータの受渡に供して管理している

が，電子記録媒体管理台帳を作成していなか

った。          （学校教育課） 

（イ）総合振込みの事務において，ＦＤを金融機

関とのデータの受渡に供して管理している

が，電子記録媒体管理台帳，電子記録媒体貸

出承認兼返却確認簿のいずれも作成してい

なかった。         （児童生徒課） 

（ウ）学校徴収金及び授業料の事務において，Ｆ

Ｄを金融機関とのデータの受渡に供して管

理しているが，電子記録媒体管理台帳，電子

記録媒体貸出承認兼返却確認簿のいずれも

作成していなかった。 

（葺合高等学校，楠高等学校，須磨翔風高等学校） 

 

った。 

ただ、平成 21年 5月 29 日付企情第

775 号「電子記録媒体等の管理につい

て（通知）」に規定されている「電子記

録媒体管理台帳（様式 1）」には登録し

ていなかったため、当該ＦＤについて

記載し管理するようにした。 

 

（イ） ＵＳＢメモリは、平成 21 年

5 月 29 日付「電子記録媒体等の管理

について（通知）」（企情第 775 号）に

従い、台帳による構成管理，持出申請・

承認を行っていたが、ＦＤ及びＤＶＤ

については対応が漏れていた。 

財務定期監査実施後、ＦＤ及びＤＶ

Ｄについて管理番号を付与のうえ、電

子記録媒体管理台帳及び電子記録媒

体貸出承認兼返却確認簿を作成した。

また金融機関とのデータの受渡時に

は持出申請・承認を得るよう関係職員

へ周知した。 

 

（ウ） 学校徴収金および授業料につ

いては、みなと銀行学費収納サービス

のデータ受け渡しにＦＤを利用し、そ

のＦＤは事務担当者が金庫保管によ

り管理していた。 

このＦＤについて、管理台帳への記

載を必要とする認識に欠けていた。 

今回の指摘を受け、令和 2 年度から

は新しく管理台帳に記載することと

している。 

また、外部持ち出し時には貸出承認

兼返却確認簿を作成し、その都度適正

に実施することとしている。 

（葺合高等学校） 

 

学校徴収金及び授業料にかかるＦ
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指摘の概要  措 置 内 容  措置状況 

Ｄについては、長年、みなと銀行学費

収納サービスにかかる金融機関との

データ受け渡しに利用し、事務担当者

が金庫保管により管理していた。 

「電子記録媒体等の管理について

（通知）」及び「電子記録媒体等の適正

管理および事例研修の実施について

（通知）」による適正管理ができてい

なかった。 

 今回の指摘をうけ、令和 2 年度から

ＦＤを電子記録媒体管理台帳に記載

した。また、外部持ち出しについては、

電子記録媒体貸出承認兼返却確認簿

を作成した。持ち出しの都度、承認、

返却を適正に実施するようにした。 

（楠高等学校） 

 

指摘を受けた学校徴収金にかかる

ＦＤについては、令和元年度財務定期

監査質問事項を受けた後、直ちに「電

子記録媒体管理台帳」に登載し、金融

機関との受渡しの都度、「電子記録媒

体貸出承認兼返却確認簿」記載をして

いる。 

今後、適正な管理に努めていく。 

（須磨翔風高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置済 

 

イ 神戸市情報セキュリティポリシーを遵守す

るべきもの 

特別支援教育課内に設置されたこうべ学び

の支援センターに所属する教育長から委嘱さ

れた専門相談員が，自宅で「支援の指針」（個

別の指導計画作成のためのガイドライン）及

び「家庭でのポイント」等を作成するため，

個人名や学校名を消去したうえで，個人情報

に関するデータをＵＳＢメモリに保存して持

ち出していた。 

ＵＳＢメモリを持ち出す際には，パスワー

電子記録媒体貸出承認兼返却確認

簿については、令和２年３月 13 日に

情報化戦略部に確認したところ、こう

べ学びの支援センター担当課長が承

認すればよいとのことだったので、同

担当課長が承認し押印することとし

た。 

令和２年４月１日からは「電子記録

媒体等の管理手順の変更について」

（令和２年２月 10日付け企情第 4947

号企画調整局情報化戦略部情報政策

措置済 
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ドを設定し，返却する際には必ず職員が情報

の消去の確認を行うという運用を徹底してい

たとのことであったが，令和元年 7月まで電

子記録媒体貸出承認兼返却確認簿は作成して

いなかった。この確認簿は情報管理者である

特別支援教育課長が承認の押印をすることに

なっているが，確認簿による管理を開始した

令和元年 8月以降も承認の押印ができていな

かった。 

  （特別支援教育課） 

「個人情報の保護に関する法律についての

ガイドライン（通則編）」では，個人情報と

は，生存する個人に関する情報であって，当

該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記

述等により特定の個人を識別することができ

るものであり，通常の業務における一般的な

方法で，他の情報と容易に照合することがで

きる状態により特定の個人を識別することが

できるものを含むとされている。神戸市情報

セキュリティ対策基準では，情報資産の機密

性を 3分類しており，個人情報は最も高い機

密性 3の情報資産に該当する。機密性 2以上

の情報資産を運搬する者は，情報管理者に許

可を得なければならないとしている。 

特別支援教育課長の勤務場所が同センター

から離れているため，具体的に誰が承認し押

印するか調整できていなかったとのことであ

ったが，同センターの情報資産についての情

報管理者を誰にするか情報化戦略部と調整の

うえ速やかに定めて運用するべきである。 

 

担当課長通知）に基づく新しい管理手

順に移行しており、管理手順に関して

は、令和２年３月 26 日に課内で周知

を行い、新管理手順の徹底を図ってい

る。 

なお、ＵＳＢメモリについては、上

記通知に基づき、令和２年３月 27 日

に不要なものを物理的破壊して廃棄

するとともに、使用するものは

desknet'sにおいて施設備品として登

録した。 

ウ つり銭資金の準備を適正に行うべきもの 

常時つり銭を必要とする職場は，会計管理

者からつり銭資金の交付を受けてつり銭を準

備することになっているが，出所不明の現金

をつり銭用の資金として準備していた。 

（摩耶兵庫高等学校） 

会計管理者からつり銭資金の交付を受ける

令和 2 年 3 月 25 日に、会計管理者

（中央区会計室）からつり銭資金

30,000 円の交付を受けた。 

令和 2 年 3 月 26 日に既存のつり銭

準備金 35,000 円を教育委員会雑入と

して納付し公金化した。 

今後適正に管理する。 

措置済 
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べきである。 

 

エ 市が構築したパソコンの統制を受けるべき

もの 

パソコンは業務に不可欠なツールである一

方で組織として業務に使用するにはさまざま

に統制が必要で，市では，平成 18年度の神戸

市情報化推進方針策定，平成 19 年度の情報セ

キュリティポリシーのＩＳＯ２７００１に準

拠した全面改訂，これに並行した市で使用す

るすべてのパソコンへの管理番号（以下「Ｐ

Ｃ管理番号」という。）の付与，とパソコンの

統制基盤を整備し，平成 19 年度には①情報セ

キュリティの確保，②コンプライアンスの確

実な履行，③ＩＣＴコストの適正化を目的と

するＰＣ統合管理をスタートさせた。その後

もＰＣ統合管理の一環で平成 20 年度以降棚卸

を毎年度実施しているが，市が構築したパソ

コンの統制を受けない状態の次の事例があっ

た。 

情報システム台帳及びハードウェア台帳

（一覧）等の登録をし，市が構築したパソコ

ンの統制を受けるべきである。 

（ア）会議室等の施設使用の許可状況を管理する

ためのスタンドアロンシステムのパソコン

があったが，ＰＣ管理番号のラベル貼付，情

報システム台帳及びハードウェア台帳（一

覧）等の登録がなかった。  （住之江公民

館） 

（イ）図書コーナーにおける図書貸出や貸館利用

者が利用する敷地内駐車場の受付簿として

使用するためのスタンドアロンシステムの

パソコンがあった。このパソコンには，ＰＣ

管理番号のラベルが貼付されており，ＰＣ管

理番号が付与されていたが，情報システム台

帳及びハードウェア台帳（一覧）等の登録が

なかった。確認したところ，このＰＣ管理番

号に係るパソコンの用途は「講習用」であり，

（ア） 原因は職員の不知によるもの

である。令和２年２月 20 日にハード

ウェア調達申請を行いそれに基づき、

ハードウェア台帳に登録した。 

 

（イ） 当該パソコンについて、令和

２年３月にハードディスクを破壊の

上廃棄し、現在図書の貸出、駐車場の

受付については紙台帳による管理を

行っている。 

今後パソコン管理については、厳正

に対処していく。 

措置済 

 

 

 

 

措置済 
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平成 26 年 3 月に廃棄されたことになってい

た。 

              （葺合公民館） 

 

○ 意     見 

(1) 有料道路使用料支給事務について 

令和元年 7 月から，神戸市教育委員会自家用

自動車取扱要領に基づき学校園長の承諾を得て

公務のために自家用自動車を使用している教職

員に対して，神戸市教育委員会有料道路使用料支

給事務処理要領により，自家用自動車を公務使用

した際に有料道路使用料を支給できる経路を利

用した場合，発生する有料道路の使用料を支給で

きることになった。 

同有料道路使用料支給事務処理要領第 5 条で

は，有料道路を利用した教職員は，現金を受領し，

領収書又はＥＴＣ利用証明書を提出し，利用の都

度精算を行うものとするとしている。また，同有

料道路使用料支給事務処理要領（解説版）では，

有料道路使用料については，前渡金払による執行

であるとし，学校園には公務使用前に支給するよ

う連絡しているとのことである。 

ＥＴＣマイレージサービスに登録したＥＴＣ

カードで対象となる道路を利用すると，割引適用

後の通行料金を支払った額に対してポイントが

付き，それを料金割引に利用することができる

が，同有料道路使用料支給事務処理要領（解説版）

では，旅費制度運用マニュアルが「公務によって

加算されたマイレージを私事の旅行で利用する

ことは，旅費が公費で支出されることから，好ま

しくない。現在のところ，法人単位で利用できる

マイレージカードがないため，各個人が出張によ

って得られたマイレージを把握し，「使用しない」

又は「公務で使用する」のどちらかの取扱いとな

る。」としていることもあって，「ＥＴＣカードを

公務で利用したことにより発生したポイントは

私事では使用しないでください。公費で支出され

た有料道路の使用によって発生したポイントを

 

立替払となっていた事例について

は、全学校園の管理簿を確認し、令和

２年３月 24 日付事務連絡にて、対象

の学校園へ適切に事務を行うよう通

知した。 

 公用ＥＴＣカードについては、今後

も検討課題として取り扱っていくが、

公用ＥＴＣカードの利用については、

自家用自動車を公務使用するため、直

行直帰のケースも多くカードの適正

な管理が困難であり、カードの紛失や

誤使用（通勤手当との重複や私用）な

ど事故報告案件が発生する恐れがあ

ることや、同時に複数の教職員が利用

した際に使える教職員と使えない教

職員が出てくる等、課題も多いことか

ら即時に導入することは難しい。 

 

他の方法

で対応 
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私事に使うことは好ましくありません。有料道路

使用料の支給を受けたポイントは「使用しない」

又は「公務で使用する」のどちらかの取り扱いを

してください。」としている。 

しかしながら，公務使用後に領収書やＥＴＣ利

用証明書に基づき支給する立替払となっていた

事例があった。ＥＴＣカードのポイントが公費で

支出された有料道路の使用によって発生したも

のであるかを管理することは困難であるとして，

ＥＴＣカードの使用を認めていない事例があっ

た。一方で，本人のものではないＥＴＣカードを

使用し利用明細書により精算していた事例もあ

った。公用ＥＴＣカードを用意すれば対処できる

面もあるが，さまざまな課題もある。引き続きど

のように扱えばよいか検討されたい。（教職員課） 

 


